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第一次自主行動計画 5年間の取り組みの成果

第一次自主行動計画 5年間の取り組みの成果

 
 
■3R推進団体連絡会 自主行動計画策定の経緯

2000年に完全施行された容器包装リサイクル法は、2006年 6月に初の法改正が行われまし
た。改正に先立つ 1年半にわたる中央環境審議会・産業構造審議会での議論の過程で、(社)日
本経済団体連合会（以下「経団連」）は、提言「実効ある容器包装リサイクル制度の構築に向
けて」（2005年 10月）を取りまとめ、事業者の自主的な取り組みが重要であること等を表明
しました。 
これを受けて、容器包装の素材に係るリサイクル八団体（以下「関係八団体」）は、3R推進
団体連絡会を結成し、2005年 12月、「容器包装リサイクル法の目的達成への提言」と題する
提言を行い、事業者の決意をあらためて表明すると共に、翌 2006年 3月に 2010年度を目標
年次とした自主行動計画、「Ⅰ．事業者による３Ｒ推進に向けた自主行動計画」、及び「Ⅱ．主
体間の連携に資する取り組み」を発表しました。 

 
 

■計画のフォローアップと見直し
 当連絡会では、計画に基づき計画項目の達成に向けた取り組みを進めるとともに、毎年度の
進捗状況を、翌年 12月にフォローアップ報告として公表してきました。数値目標も含め、共
通の取り組み課題を持って事業者自身が 3R 推進に取り組んだこと、また、消費者や自治体、
学識経験者など様々な主体との連携を図ってきたことなど、関係八団体が実施する初の共同の
取り組みとして、一定の成果が挙げられたものと考えます。ここでは、第一次自主行動計画の
目標年次、2010年度までの 5年間の取り組みを概括します。 
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第一次自主行動計画 5年間の取り組みの成果

1. 事業者による 3R推進に向けた自主行動計画
 

1.1 計画の概要 
下図のとおり、関係八団体ごとに、リデュース・リユース・リサイクルの取り組み目標・項目
を設定しています。基準年次は 2004年度、目標年次は 2010年度です。 
 

 
 
 

1.2 5年間の取り組みの成果 
リデュース・リサイクルの数値目標は、8 素材中、リデュースが 7 素材で、リサイクル
が 5素材で目標を達成しました。
また、複合素材の見直し、リターナブルシステムの実証実験、つぶしやすい容器の開発、
自主回収の調査研究など、3R推進に向けた各種取り組みを展開しました。

 
■リデュースの取り組み
リデュースに関しては 7 ページ表 1 のとおり素材別に数値目標を定めて軽量化・薄肉化の

取り組みを進めました。その結果、8素材中 7素材が 2010年度目標を達成しました。 
また、数値目標以外でも、適正包装の推進や詰め替え容器の開発・普及等に向け、紙製容器
包装、プラスチック製容器包装などで 3R事例集を作成し、関連企業に周知徹底するなどの取

事業者自ら実施する３Ｒ推進計画

○リデュース
・軽量化・薄肉化等による使用量削減（数値目標含む）
・適正包装の推進
・詰め替え容器の開発等

○リユース
・リターナブルシステムの調査・研究

○リサイクル
・つぶしやすい容器包装の開発
・洗浄・分別排出への啓発
・減容化機器の調査・開発
・リサイクルしづらいラベルの廃止、及びはがしやすいラベルの工夫
・複合素材の見直し
・自主回収の研究・拡大
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り組みを実施しました。今後のリデュースの方向性としては、容器包装の本来の役割である中
身製品の保護、安全・安心の確保を前提としつつ、製品全体の環境負荷軽減とのバランスに配
慮していくことが求められます。 
 

【リデュースの取り組み事例】 

 

PETボトル 3R改善事例集より 

紙製容器包装 3R改善事例集第 4版より 
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コラム～自主行動計画策定以前の取り組み例～
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ガラスびんや段ボールの軽量化の例 

3R 3  
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■リユースの取り組み
リユースについては、第一次計画ではリターナブルシステムの調査・研究を掲げ、ガラスび
ん・PETボトルで取り組みを進めました。 
ガラスびんリサイクル促進協議会では、経済産業省「地域省エネ型リユース促進モデル事業」

環境省「リターナブルびん利用促進事業」などモデル事業に積極的に参画し、リターナブルび
んのＰＲや効率的な回収方法について調査・研究を行いました。また、リターナブルびんの普
及に向け、規格統一Ｒびんのリユース化事業や居酒屋チェーン企業と連携したＰＢ清酒のリユ
ース化事業など関係団体との連携を強化したり、一般家庭市場での「リターナブルびん回収拠
点マップ作り」に取り組んでいます。 
このように、消費者・自治体・流通／販売事業者やびん商といった関係者との連携により地
域や市場性に合わせた取り組みや、消費者意識喚起に向けた情報発信を継続しています。 

PETボトルについては、環境省主管による「PETボトルを始めとした容器包装のリユース・
デポジット等の循環的利用に関する研究会」に参画し、調査研究を進めました。その結果、誤
用による吸着汚染物質の内容物への再溶出の危険性がある事、また、リターナブルシステムが
環境負荷の面で現行システムより良いのは、極めて限定的な条件下である（90%以上の回収率
で､100km圏内の搬送）という結果が得られたことから、調査研究を終了としました。 
今後ガラスびんのリユースについては、地域的・市場的に優位性のある場面において流通・

販売やびん商等関係主体との連携を一層深め、消費者の賛同を得て進めていきます。また、マ
イカップ・マイボトル運動など生活スタイルを見直していこうという動きもあることから、消
費者意識などの把握・分析も進めていきます。 

 
【リユースの取り組み事例】

 
  

茅ヶ崎市におけるリユース
モデル事業 

リターナブルびん利用促進モデル事業
（モデル事業用ネックリンガーと販売風景） 
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■リサイクルの取り組み
リサイクル率・回収率の数値目標については、8ページの表 2に見るとおり 5素材が 2010

年度目標を達成しました。また、リサイクルに関する指標を可能な限り統一化するため、各容
器リサイクル団体では指標の把握を進め、必要に応じて指標の見直しを行いました。 
数値目標以外の取り組みでは、つぶしやすい容器包装の開発、減容化可能容器や複合素材に
ついての研究・開発について一定の成果が挙げられました。また、自主回収の研究・拡大につ
いても、アルミ缶・スチール缶の集団回収推進、紙パックの拠点回収の推進などの取り組みが
進みました。 
今後とも、数値の捕捉精度向上を図るとともに、リサイクルを容易にするための環境配慮設
計の水準向上や、集団回収など自主的回収を支援するための取り組みも引き続き行っていきま
す。 

 
【リサイクルの取り組み事例】

 

 

 

リサイクル団体の表彰
（アルミ缶）

プラスチック製容器包装の組成分析調査 

紙パックマテリアルフロー調査 

集団回収現地調査 

集団回収などの推進

リサイクルフローの調査
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2. 主体間の連携に資するための行動計画
 

2.1 計画の概要 
 下図のとおり、「主体間の連携に資するための行動計画」は「関係八団体共同の取り組み」と
「各団体が取り組む共通のテーマ」の 2本柱となっています。 
 「共同の取り組み」では、3R推進団体連絡会として容器包装 3Rに向けた様々な普及啓発活動、
他主体との共同事業に取り組みました。他方、「各団体が取り組む共通のテーマ」は、3R推進団
体連絡会が設定したテーマに沿って、各団体が個別に連携推進に係る活動を展開しました。 
 
 
 

 
 

主体間の連携に資するための行動計画

○関係八団体共同の取り組み
容器包装廃棄物の 3R推進・普及啓発のため、
・フォーラムの開催
・セミナーの開催
・各団体ホームページのリンク化・共通ページの作成等による、情報提供の拡充
・エコプロダクツ展への共同出展

○各団体が取り組む共通のテーマ
■情報提供・普及活動
（各団体の既存の取り組みの活用も含む）
・環境展等の展示会への出展協力及び充実
・3R推進・普及啓発のための自治体・NPO・学校等主催のイベントへの協賛と協力
・3R推進・普及啓発のための自治体・NPO等の研究会への参加と協力
・3R推進・普及啓発のための共同ポスター等の作成

■調査・研究
・分別収集・普及啓発の高度化・効率化等の研究会への協力
・分別収集効率化等のモデル実験への協力
・リターナブルびんのモデル実験の実施
・店頭回収・集団回収の高度化及び品質向上化等の研究会への協力
・消費者意識調査の実施
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2.2 取り組みの成果 
計画項目をさらに超え、多様な取り組みを実施しました。

表 3に「関係八団体共同の取り組み」に関するこれまでの主な取り組み実績を示します。 
フォーラムやセミナーの実施、ホームページのリンク化、展示会への出展といった共同の取り
組みの計画項目は全て実施し、さらに ACジャパン支援による普及啓発事業や小冊子「リサイク
ルの基本」の全国配布、2回にわたる消費者意識調査など、多様な取り組みを推進しました。 

 
 

表 3 主体間連携のための取り組みの実施状況
2006 2007 2008 2009 2010 2011

8/29 30 9/19 20 10/6 7 10/22 23 10/25 26 10/24 25 

3R ‘07/2/28 

10/19 

‘08/2/18 

‘09/3/7 ‘10/2/2 ‘11/2/5 
‘12/1/20 

3R
4 5

3R 3R

3R

10/19 21 

12/14 16 

3R

10/17 19 

12/14 16 

3R

10/24 26 

12/14 16 

3R

10/16 18 
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第一次自主行動計画 5年間の取り組みの成果

リサイクルの基本3Rリーダー交流会

■各主体との交流・意見交換
主体間の意見交換・情報交換の場として、自治体と
の連携による「容器包装 3R フォーラム」、消費者との
意見交換の場として「容器包装 3R セミナー」、メディ
アとの共通認識づくりのための「マスコミ懇談会」を
実施しました。例えば、フォーラムは 6都市のべ 1,400
名以上の参加で市民、行政関係者、学識研究者との交
流・意見交換が持たれ、容器包装の 3R推進に向けた課
題の共有等に大きく寄与したものと考えます。 

 
■ホームページや共同ポスターの作成

2008 年 5 月、当連絡会のホームページを開設し、連絡会の活動報告、構成団体ホームペー
ジヘのリンクなどを行いました（   ）。また、連絡会としての共通
ポスターを作製し、各団体を通じて自治体や消費者団体に配布しました。

 
3R推進団体連絡会ホームページ           共同ポスター

 
■消費者や自治体の活動支援
各地でご活躍の消費者リーダーに事業者の取り組みをご理解い
ただき、情報共有を図る目的で、「3R リーダー交流会」を 2007
年度から続けています。その成果のひとつとして、小冊子「リサ
イクルの基本」を作成し、2010年 7月に全国自治体に配布しまし
た。その後も累計で 4000 部以上に追加配布され、自治体・市民
活動の現場で大いに活用されてい
ます。多様化した市民・消費者を前
提としてまとめられた、こうした 8
素材全体のベーシックな情報の集
約が大切であることが実感されま
す。 

フォーラム（さいたま市） 
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第一次自主行動計画 5年間の取り組みの成果

■普及啓発事業
事業者団体ならではの効果的な普及活
動として、2008 年から 3 年間にわたって
AC ジャパンの支援事業による 3R 推進広
告を展開いたしました。08 年は“なくな
るといいな「ごみ」ということば”、09年
は環境省が主催する「第 13 回環境コミュ
ニケーション大賞」でテレビ環境 CM部門
優秀賞を受賞した“リサイクルの夢”、そ
して最終年度となりました 10 年の“ただ
しく分けてちょっとだけバイバイ”です。 

AC支援広告 
■調査研究事業

2009 年、2011 年の 2 度にわたり消費者アンケート調査（インターネット調査）を実施し、
容器包装 3Rに関する消費者意識を調査・分析しました。例えば、環境問題に係る意識・行動
では、2009年の調査時に比べて「環境問題実行層」が 5ポイント減少、「環境問題意識なし層」
が 5ポイント増加するなど、環境意識が低下している結果となりました。3R推進に係る広報
は、事業者のみならず国・自治体・企業・消費者リーダー等と共に進めていく必要があります。
こうした情報を国など関係機関と共有するとともに、今後の活動に役立てていきたいと考えて
います。 

 
消費者意識調査（抜粋）

 

3. 次期自主行動計画に向けて
当連絡会の自主行動計画も、最初の目標年度である 2010 年度を終了いたしました。各主体の
役割の深化と連携の推進が求められている中、今後、より良い容器包装リサイクル制度を検討す
る上での基本的な情報を社会に提供できたものと考えます。 
今後とも、第一次自主行動計画の成果を踏まえ、より一層の 3Rの推進に取り組むべく、2011
年 3月に「第二次自主行動計画」（目標年度：2015年度）を策定し公表しました。その内容を当
連絡会のホームページ（http://www.3r-suishin.jp/sub1.html）に掲載していますので、是非ご参
照ください。引き続き消費者・自治体・国、そして報道関係の方々等関係者の皆様のご指導、ご
協力を賜りますようお願いいたします。
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2010年度分のフォローアップ報告

2010年度分のフォローアップ報告

1. 事業者による 3Rの取り組み
 

1.1 リデュース 
8素材中 7素材で 2010年度目標を達成しました。

 

■軽量化・薄肉化等による使用量削減（数値目標）
2010年度のリデュース実績は、前述 7ページの表 1に見るとおり、7素材で概ね 2010年
度目標を上回りました。 

 

■適正包装の推進／詰め替え容器の開発等
2ページにも記述いたしましたが、各団体では、容器包装に使われる天然資源の削減に向け

て、改善事例を会員企業に普及啓発するなどの取組みを進めました。例えば、プラスチック容
器包装リサイクル推進協議会や紙製容器包装リサイクル推進協議会では、会員団体、及び傘下
の各事業者を通じ、改善事例の結果を３Ｒ事例集として取りまとめ、さらにこれを毎年度改定
することにより、業界全体のレベルアップを図るべく取り組みを進めています。 
適正包装の推進や詰め替え容器の開発状況についての詳細は、末尾の「団体別 2010年度フ
ォローアップ結果」をご参照ください。 

 

1.2 リユース 
リターナブルシステムの調査・研究を継続していますが、地域や市場性に合わせた取り
組みを強化すべく、関係主体との一層の連携を深め、システム再構築に向けた取り組み
が必要です。

リターナブルシステムの調査・研究については、ガラスびん・PETボトルを中心に取り組みを
続けてきましたが、2009 年に環境省「PET ボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジッ
ト等の循環的利用に関する研究会」でPETボトルのリユースについて一定の結論が得られた（※）
ことから、2010年度の取り組みはガラスびんについて報告します。 
ガラスびんリサイクル促進協議会では、2010 年より地域型びんリユースシステム再構築に向
けた取り組み準備を行い、環境省の「我が国におけるびんリユースシステムの在り方に関する検
討会」（2011年）に参画しました。また、びんリユース実証事業の取り組み準備をはかり新たな
推進体制として「びんリユース推進全国協議会」（2011年 9月設立）の立上げ準備をおこなって
きました。さらに、2009 年 2 月に立上げた WEB サイト「リターナブルびんポータルサイト」
にて、リターナブルびんのＰＲやリユース推進活動の「見える化」に取り組み、情報発信に努め
ています。 

 
 
 
 
 

※環境省主管「PETボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の循環的利用に関する研究
会」2009年 8月公表内容の抜粋： 
・リターナブル PETボトルは、回収率が 90％以上で、輸送距離が 100ｋｍ未満という限られた条件
下でのみ、ワンウェイ PETボトルより環境負荷が小さい 

・誤用など予期せぬ汚染があった場合、現在の洗浄・検査技術では 100％の除去は困難である（詳細
は PETボトルリサイクル推進協議会の団体別フォローアップ報告参照） 
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2010年度分のフォローアップ報告

1.3 リサイクル 
5素材が 2010年度目標を達成しました。

 
■リサイクル率・回収率等の維持・向上（数値目標）
リサイクル率・回収率の 2010年度実績は 8ページの表 2に示したとおり、5素材が 2010
年度目標を上回りました。資源リサイクルは景気や為替動向の影響を受けやすい面もあり、素
材によっては一進一退の状況が続いています。今後とも各主体との連携のもと、取り組みを進
めていきます。 

 
■リサイクル推進のための事業者の取り組みなど
リサイクル性の向上のための技術開発や自主回収の拡大・研究活動、及び自主設計ガイドラ
インの策定・運用による環境配慮設計の推進、容器包装への識別表示の実施率の向上など、主
な事例を表 4に示します。詳細は各団体資料をご参照ください。 

 
 

表 4 リサイクル推進のための事業者の取り組み事例
項  目 取り組み事例

リサイクル性
の向上

つぶしやすい容器包装の開発
・  

減容化可能容器、複合素材についての研究･開発等
・ 

 

リサイクルしづらいラベルの廃止、はがしやすいラベルの工夫
・ 

 

識別表示の推進・ガイドラインの検討等
・ Q&A  
・ 90  
・ PET

    
PET  

洗浄・分別排出
等への普及啓
発

18  

自主回収の研
究・拡大

・ 
 

・  
・ 

 
・ 

2,195 20,265 500ml
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2010年度分のフォローアップ報告

2. 主体間の連携に資する取り組みの実績概要
 

2.1 関係八団体共同の取り組み 
容器包装リサイクル制度の下、消費者・自治体・事業者による主体間の連携を進めることが求
められています。当連絡会では事業者としての自主行動計画推進と並行して様々な主体間の連携
に資する事業に取り組んでまいりました。 
以下に、2010年度から 2011年度にかけての取り組みを詳細します。フォーラムやセミナーは、

当初より継続的に取り組んでおり、全国的に認知度が深まりつつあります。また、消費者リーダ
ーのみなさんとの交流・共同の成果である「リサイクルの基本」を活用し、地域住民による「地
域版」の作成支援も実施しました。さらに、2011 年 6 月には 2 回目となる消費者意識調査も実
施しました。これは 2011年度を初年度とする第二次自主行動計画の一環でもあります。 

 
 
 

「主体間の連携に資する取り組み」の一環として、
自治体担当者の方を主な対象とするフォーラムを開
催しました。このフォーラムでは、容リ法の改正を
経て、容器包装３Ｒと分別収集の先進的な取り組み
事例の学習、それらに係わる情報交換・議論等のプ
ログラムを通じ、消費者・自治体・事業者がどのよ
うな連携の形を目指したらよいか話合い、方向性を
共有することを目的としています。 

 

●2011年度フォーラム inなごや (10月 24,25日)
今年で 6回目となるフォーラムは、「容器包装リサ
イクル法の成果と課題」をテーマに、10月 24、25
日の 2日間にわたり開催しました。 
初日は会場であるウ
ィルあいち(名古屋市東
区)に 171名の参加者を
迎え、神戸大学大学院
経済学研究科 石川教
授の基調講演や 4つの
分科会が行われました。
2日目は 55名の参加で、
㈱ＩＨＩ環境エンジニ
アリング、新日鉄名古
屋製鉄所の見学を行い
ました。 

フォーラム全体会 
 

 

 
フォーラム分科会

 
 
 
容器包装に関する消費者・自治体・事業者の取り
組みの現実を知ること、地域での３Ｒ活動をするに
当たっての課題解決など、様々な主体と共によりよ
い取り組みにつなげていくためのきっかけづくりと
なることを目指してセミナーを開催しています。 

 
2010年度セミナーは、2011年 2月 5日に名古屋

で開催し、約 150名の市民の皆さんの参加を得まし
た。基調講演として、中部大学行本正雄教授より「低
炭素社会実現のための容器包装３Rの役割」の講演
をいただき、その後リサイクル市民団体、スーパー
マーケット関係者、名古屋市担当者、プラスチック
製造団体をパネラーに迎え、活発な情報交換が行わ
れました。 

主体間の連携に資するための関係八団体共同の取り組み
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2010年度分のフォローアップ報告

2011年度のセミナーは、2012年 1月 20日に福岡
市で開催予定です。 

 

 
３Ｒセミナーin名古屋

 
 

日本最大の環境イベントであるエコプロダクツ
2011（2011年 12月 15～17日）に、３Ｒ推進団体
連絡会を構成する八団体が共同出展を行います。（写
真はエコプロダクツ 2010のものです） 

エコプロダクツ 2010 共同出展

 
 
2007年度より、消費者・事業者のネットワーク構
築の場として、消費者リーダーと事業者との交流会
を実施してきました。その成果の 1つが 3R啓発小冊
子「リサイクルの基本」です。 
今年度は次のステップとして、『「地域版」リサイ
クルの基本』を検討するワークショップを川崎市に
て実施しました。 

2011年 7月 15日と 9月 6日の 2回、消費者リー
ダーと地域住民、行政担当者、事業者が参加し、持
ち寄った「分別に困るもの」などを題材に排出ルー
ルや回収方法を確認しました。 

 

 
リサイクルの基本「地域版」ワークショップ（川崎市）

 
 

 
 
 よりよい容器包装 3R制度に向け、業界だけでな
く消費者や自治体、学識者を交え、現行制度の改良・
改善の課題、制度見直しにおける主要な論点につい
て検討するため、「容器包装 3R制度研究会」を 2010
年度から今年にかけ、計 5回開催しました。 
 本研究会は、立場が異なれば考え方や利害が異な
ることを前提とし、事業者と消費者、行政の間で意
見が一致するのはどこまでか、逆に意見が大きく異
なるのはどの部分なのか、その理由は何なのか等を
整理することを狙いとしてます。 
 メンバーは、神戸大学大学院経済学研究科石川雅
紀教授を座長として、消費者・行政・事業者からそ
れぞれを代表するステークホルダー計 15名です。 

 
 
 

 
容器包装 3R制度研究会（2011年 9月第 5回）
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2010年度分のフォローアップ報告

 
 
 
2009年に引き続き、3000名を対象とした消費者
アンケート調査（インターネット調査）を実施し、
2009年調査からの環境意識・行動の変化などを調
査・分析しました。また、第二次自主行動計画の実
施を見据え、リターナブル容器に関する意識・行動
なども調査しました。 
 

 
 

 
消費者意識調査（抜粋）

 

 
 



 

18 
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びんの 3R通信 

2.2 共通のテーマに基づく各団体の取り組み 
 

 上記の「共同の取り組み」に加え、本自主行動計画では「①各種情報提供や普及活動の推進」「②調査研
究活動」を主体間の連携に資する共通テーマとして掲げ、各団体にて取り組むことを促しています。2010
年度も引き続き、多様な各種啓発活動、交流活動、調査研究活動が展開されました。主な取り組み内容は以
下をご参照ください。 
 
 
 
 
 
●広報紙の発行
◇ガラスびんリサイクル促進協議会では、ガラスび
んの３Ｒ推進を目的として、広報紙「びんの３Ｒ通
信」を年 3回発行しています。2010年８月発行の
21号では「あきびんの収集量拡大と品質向上に向け
て」をテーマとし、びんの分別収集が良好な自治体
を紹介させていただきました。２３号では、特集記
事として、３Ｒ推進
「第二次自主行動
計画」を取り上げ、
ガラスびんの第一
次自主行動計画の
推進状況と第二次
自主行動計画の内
容を紹介していま
す。 
詳細はホームペ
ージでご覧いただ
くことができます。 

 

◇PETボトルリサイクル推進協議会が年２回発行す
る広報誌 RINGの No.27では、中国における使用済
み PETボトル輸入条件の緩和政策に際して、 

環境省リサイクル推進室
の森下室長、経産省リサイク
ル推進課岡田前課長 に、国
内循環を基本とする「円滑な
引渡し」に関して語っていた
だきました。 
 

 

RING27号 

 
●3R推進のパンフレット・パネルを作成・活用
◇紙製容器包装リサイクル推進協議会では、紙製容
器包装の３Ｒで実績を上げている各社の成果をまと
めた「３Ｒ改善事例集 第４版」を作成しました。 
業界全体のレベルアップの促進を図るとともに、
主体間連携のための
情報提供ツールとし
て活用・配布していま
す。また、識別表示の
周知啓発を目的に、紙
製容器包装に関わる
Ｑ＆Ａを再編集し、ホ
ームページに掲示し
ました。 
 
 
 

３Ｒ改善事例集第４版
 
●自治体との意見交換会を実施 
◇プラスチック容器包装リサイクル推進協議会は、
2011年 1月静岡市において自治体関係者 77名、事
業者46名で第5回自治体と事業者の交流会を開催し
意見交換を行いました。 
 

 
自治体と事業者の交流会・分科会

各団体の情報提供・普及活動／調査・研究活動の例
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2010年度分のフォローアップ報告

◇スチール缶リサイクル協会では、スチール缶及び
スチール缶のリサイクルについて判りやすく解説し
た一般消費者向け冊子「よくわかるスチール缶基礎
知識」を製作しました。また、集団回収に関わる調
査・研究の集大成として作成した「集団回収マニュ
アル ～協働型集団回収のすすめ～」を用いて「協働
型集団回収セミナー」を東京と京都で開催しました。 

 

  
一般消費者向け冊子「よくわかるスチール缶基礎知識」 

 

 
協働型集団回収セミナー（京都会場）の様子

◇アルミ缶リサイクル協会では、毎年、３Rに取り
組む団体、個人を３R推進協議会主催の３R推進功
労者等表彰に推薦しておりますが、平成 23年度も 9
件の推薦をし、6件が会長賞を受けました。 
また、全国小中学校を対象に協会独自の回収優秀
学校表彰を行っておりますが、今回の震災をきっか
けに東北地方への候補参加呼掛けを行いました。こ
の結果、全国で 69校の表彰が決定しました。 
 

 
３R推進功労者等表彰式

●地域会議・講習会等の開催と啓発リーフレット
の発行
飲料用紙容器リサイクル協議会では、紙パックリ

サイクル促進に向け、全関係主体を招集して、意見
交換会(都内)、地域会議(県単位)を開催した他、市
町村単位で市民対象のリサイクル講習会、学校での
出前授業を展開しました。また今年度は紙パックリ
サイクルの啓発ツールとして「紙パックリサイクル
ほんとのはなし」を作成し、関係ルートを通じ全国
に配付。紙パックの環境
特性や紙パックのリサイ
クルには分別して紙パッ
ク単独で回収拠点に排出
する大切さを訴えました。 
 

出前授業

◇段ボールリサイクル協議会では、盛岡市子ども科
学館特別展「ダンボールワールド part2」（2010年
8月 1日～15日）のダンボールリサイクル情報コー
ナーにパネル、パンフレット、リサイクルのＤＶＤ
等を提供し協力しました。その後 2011年 1月には
岐阜県加茂衛生施設利用組合、岡山県環境保全事業
団の同様のイベントにも協力しています。 

 
 
 

 
盛岡市子ども
科学館特別展
ダンボール
ワールド part2 
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2010年度分のフォローアップ報告

 
 
●輸入びん実態調査 
◇ガラスびんリサイクル促進協議会では、輸入びん
の実態を把握するため、定期的に中味別に容量・色
を調査し、その国内流通量の推計のための基礎資料
にしています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

輸入びん実態
調査

 
 
 
●リサイクルプラザ等で活用可能な啓発ツールの
研究 
◇PETボトルリサイクル推進協議会では、自治体や
地域住民との連携を推進するため、リサイクルプラ
ザなど住民の活動拠点で活用可能な啓発ツールの開
発を検討しています。その一環として、2010年度は
北区富士見橋エコー広場館、多摩ニュータウン環境
組合「エコにこセンター」を訪問し、行政担当者や
施設を管理運営する NPOとの意見交換を行いまし
た。 
 

 
リサイクルプラザにおける意見交換

 

組成分析などの現場調査を実施
◇紙製容器包装リサイクル推進協議会では、自治体
の分別収集の実状について３市のヒアリング調査と、
５市の組成分析調査を実施しました。 

 

紙製容器包装の組成分析調査写真

 
◇プラスチック容器包装リサイクル推進協議会は、5
市 1町の自治体及び 4社の再商品化事業者の施設を
訪問し実態調査を行いました。 

 

 
中間施設調査

 

◇スチール缶リサイクル協会では、離島におけるス
チール缶を含む容器包装の分別収集・再資源化の現
況を把握する
ため、2010年
度から実態調
査を開始しま
した。また、
スチール缶の
一部が高付加
価値化のため
シュレッダー
処理され缶ス 

資源物を積んで港へ向かうコンテナ類（石垣島） 
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2010年度分のフォローアップ報告

クラップ以外の規格で製鉄原料として再資源化され
ている状況を把握すべく、全国のシュレッダー処理
量の多い鉄スクラップ取扱事業者を訪問し、現地調
査を行いました。 
 

 
シュレッダー品調査の様子

 
●EUアルミ協会・飲料缶メーカー会長との意見交
換 
◇アルミ缶リサイクル協会では、ヨーロッパアルミ
ニウム協会（EAA）の包装グループ長であるラバー
トン氏とヨーロッパ飲料缶メーカー会長のリンデ氏
の来日にあわせ、日本の缶リサイクルの現状とヨー
ロッパの缶リサイクルの現状について意見を交わし
ました。 
ヨーロッパでは、北欧・ドイツを除くとリサイク
ル率は、50％以下で、20カ国平均 70％で、日本の
リサイクル率の高率の理由を知りたいとのことでし
た。当協会から、日本の高率は自治体と住民と事業
者の協働による成果であり、自治体の分別回収、住
民の集団回収による缶が全国 1000件近くの回収業
者にて集められていること、消費者段階での分別の
重要性とアルミ缶マーク、環境学校教育等のバック
グランドを説明しました。 

 

 
アルミ缶リサイクルフローの説明図 

飲料用紙容器リサイクル協議会では、1995年より
独自調査による飲料用紙容器リサイクルの現状と動
向に関する基本調査を毎年実施しています。資源の
マテリアルフローの作成、紙パックの各分野単位の
回収率や回収業者などが有償で買い取っている価格
の掌握など、全般的な調査分析を実施し、その結果
を公表しました。 
 また、紙パック古紙の海外輸出について韓国での
実態調査を実施しました。
 

 
紙パックマテリアルフロー

◇段ボールリサイクル協議会では、（財）古紙再生促
進センターから委託を受けて、家庭から排出される
段ボールの家庭への搬入経路別、用途区分別排出量
の調査（2010年 9月）、また独自に段ボール製造事
業所における段ボールのリサイクルマークの印刷調
査（2007年 10月から 3か月ごとに実施）を実施し
ています。 

 
家庭から排出される段ボールの用途別構成比(%) 

電気器具・機械器具 
薬品･洗剤・化粧品 
食 品 
ビール等酒類 
飲 料 
青果物 
繊維製品 
ガラス・陶磁器・雑貨 
宅配・引越し・通販 
その他 
不 明 
合計 



 

22 
 

団体別 2010年度フォローアップ結果

 
 
 
 
 
 

団体別 2010年度フォローアップ結果

ガラスびんリサイクル促進協議会 ............................... 23 

PETボトルリサイクル推進協議会 .............................. 29 

紙製容器包装リサイクル推進協議会............................ 34 

プラスチック容器包装リサイクル推進協議会 ............. 39 

スチール缶リサイクル協会 .......................................... 45 

アルミ缶リサイクル協会 ............................................. 53 

飲料用紙容器リサイクル協議会 ................................... 58 

段ボールリサイクル協議会 .......................................... 63 

 



 

23 
 

団体別 2010年度フォローアップ結果

 
ガラスびんリサイクル促進協議会の概要 

 
■ 設設立年月日 
平成８年１１月１９日 

  （前身のガラスびんリサイクリング推進連合は昭和５９年１１月設立） 
 
■ 設設立の目的 
   本会は、ガラスびんの３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を一層効率的に推進するため
に必要な事業を広範に行うことにより、資源循環型社会の構築に寄与することを目的とする。併せ
て、公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会と連携して効果的な事業を行う。 

 
■ 名名  称 
  ガラスびんリサイクル促進協議会 
  Glass Bottle Recycling Promoter Association 
 
■ 事事 務 所   
  〒169-0073 東京都新宿区百人町３－２１－１６ 日本ガラス工業センター １階 
   TEL：03－6279－2577 FAX：03－3360－0377 
   Home Page：http://www.glass-recycle-as.gr.jp 
 
■ 事事業内容 
（1）ガラスびんの３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）についての普及・啓発 
（2）ガラスびんの軽量化に関する調査・研究 
（3）リターナブルびんの普及拡大のための調査・研究 
（4）カレット利用率の向上及びカレットの品質向上のための調査・研究 
（5）カレットの他用途利用に関する調査・研究 
（6）行政機関・関連業界等へのガラスびんリサイクル促進のための要請及び建議 
（7）その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 
■ 会会  員 
〔正 会 員〕 
（1）ガラスびんの製造事業を行う者もしくはそれらの団体 
（2） ガラスびんを容器とする飲料､食品､医薬品等の製造又は販売事業を行う者もしくはそれらの団体 
（3）カレット又はガラスびんの回収､処理事業を行う者もしくはそれらの団体 
（4）回収されたガラスびんを利用してガラスびん以外の製品を製造する者もしくはそれらの団体 
〔賛 助 会 員〕 
（1）ガラスびんに関連する事業を行う者 
（2）ガラスびんを容器とする飲料､食品､医薬品等の輸入、販売を行う者 
（3）回収されたガラスびんを利用してガラスびん以外の製品を製造する者 
（4）本会の目的に賛同する法人もしくは団体 

 
■ 会会 員 数                     平成 23年 11月現在 

会 員 構 成 会 員 数
正 会 員 
  ガラスびんメーカー 
  ボトラー 
  びん商・カレット商 

    14 
    47 
    22 

計     83
賛 助 会 員     40

合  計    123
 
■ 会会長・副会長  
会  長     丸 橋 吉 次  東洋ガラス株式会社   代表取締役社長 

    副会長 大 西 貞 明  磯矢硝子工業株式会社  取締役副社長 
  事務局長  幸   智 道 
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ガラスびんに関する自主行動計画の 2010年度フォローアップ結果
 

ガラスびんリサイクル促進協議会
 
【リデュース】 

2010年度目標 2010年度取り組み実績 
・2010 年実績として、基準年（2004 年）対比で 1本当たり 1.7％
の軽量化がはかられ、目標を達成した。 
1 本当たりの単純平均重量は基準年（2004 年）の 192.3g に対し､
180.5g で 6.1％（11.8g/本）の軽量化がはかられたが、これには
容量構成比の変化が含まれているため、その要素を除いたネット
の軽量化率は 1.7％（3.3ｇ/本）となった。 
・なお、2010 年の単年度で新たに軽量化された品目は､8 品種 27
品目であり､軽量化重量は 2,743 トンであった。 

 
【リユース】

2010年度目標 2010年度取り組み実績
リターナブルシステムの調査研
究を行う。

・地域型びんリユースシステム再構築に向けた調整と取組み準備
をおこない、環境省の「我が国におけるびんリユースシステムの
在り方に関する検討会」への参画準備と共に、「びんリユース推進
全国協議会」（2011 年 9月設立）の立上げ調整をおこなった。 
・関係他団体（日本酒造組合中央会、容器ﾘﾕｰｽを普及させるため
の検討会ほか）と連携したびんのリユース推進事業の取組みをお
こなった。 
・ＷＥＢサイト「リターナブルびんポータルサイト」の内容更新
と情報発信をおこなった。 

 
【リサイクル】

2010年度目標 2010年度取り組み実績
［カレット利用率］
エコロジーボトル（その他色カ
レット多量利用）の普及を図る
などして、カレット利用率 91％
を達成する、が当初の目標。 
［リサイクル率］ 
2008 年にリサイクル率 70％以
上の達成を目標に追加。 

 

・目標として設定した｢カレット利用率｣の 2010年実績は 96.8％
であり、目標を達成した。 
・原料としてカレットを 90%以上使用したエコロジーボトルの
2010 年出荷実績は 122 百万本であり、基準年（2004 年）対比
126.5％と拡大した。 
・｢リサイクル率｣の 2010年実績は 67.1％となった。目標の 70%
には届いていないが、基準年（2004年）比では+7.8％と向上した。
・｢化粧品びん｣の分別収集促進については、日本容器包装リサイ
クル協会と連携の上、未分別収集自治体への個別ｱﾌﾟﾛｰﾁをおこな
い、2011年 3月現在 42.6％の自治体での分別収集へ拡大。 

 
【広報活動】

2010年度目標 2010年度取り組み実績
３Ｒを推進するための自主設計
ガイドライン（ガラスびんの組
成、質量、形状、ラベル、キャ
ップ等に関する事項）を策定し、
製造・利用事業者への周知・徹
底を図る。 
 

・ガラスびん３Ｒ推進事例として、ガラスびん軽量化商品のWEB
サイトでの情報発信をおこなった。 
・容器利用事業者(中味団体)に対する「ガラスびん３Ｒ進捗
報告会」を８月に開催し、ガラスびんの３Ｒ取組進捗と課題
の共有化をおこなった。  
・｢エコプロダクツ2010｣に加え、東京パック、新宿区３Ｒイ
ベントほかに参加しガラスびんの３Ｒについて直接広報活
動を実施した。
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【リデュース】（軽量化・薄肉化）  
(1)一本当たりの重量変化 
2010 年実績として、基準年（2004 年）対比で 1本当たり 1.7％の軽量化がはかられ、目標とし
ていた基準年対比 1.5％を達成することが出来た。  
1 本当たりの単純平均重量は基準年（2004 年）の 192.3g に対し､2010 年実績は 180.5g と 6.1％
（11.8g/本）の軽量化がはかられたが、これにはびん容量構成比の変化が含まれているため、
その要素を除いたネットの軽量化率は 1.7％（3.3ｇ/本）となった。【表１】 
残りの 4.4％（8.5ｇ/本）はびん容量構成比の変化によるものである。 
なお、基準年（2004 年）対比での軽量化による資源節約量は、2006 年～2010 年（5 年間）で、
92,237 トン（100ml ドリンク剤びん換算 7 億 6864 万本）となった。 
 

【表１】１本当たりの平均重量推移 
 2004 年 

(基準年) 
2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

 
2010 年 
 

本数（千本） 7,262,950 7,158,306 7,049,797 6,846,912 6,653,700 6,771,964 
重量（トン） 1,396,582 1,343,925 1,313,830 1,266,242 1,213,075 1,222,525 
単純平均重量  
（ｇ/本） 

192.3 187.7 186.4 184.9 182.3 180.5 
 

ﾈｯﾄ軽量化率指標 
（加重平均） 

100.0 99.0 98.7 98.6 98.2 98.3 

軽量化による  
資源節約量（トン） 

― 13,575 17,305 17,979 22,236 21,142 

 
(2)軽量化実績 
2006 年から 2010 年までに軽量化された主な品目は、11 品種 128 品目となった。【表２】 
なお、軽量化実績の捉え方は、前年と同容量で軽量化された品目について限定しており、容量
変更が伴う場合や、新製品の軽量びんは対象外としている。 
 

【表２】2006 年から 2010 年までに軽量化された品目 
品 種 のべ品目数   

小びんドリンク 小びんドリンク（４品目） 
薬びん 細口びん（２品目）、広口びん（１品目） 
食料品びん コーヒー（１７品目）、ジャム（６品目）、粉末クリーム（２品目）、

食用油（１品目）、蜂蜜（１品目） 
調味料びん たれ（７品目）、酢（９品目）、ソース（２品目）、 

新みりん（２品目）、つゆ（６品目）、調味料（９品目）、 
ケッチャップ（１品目）、醤油（１品目） 

牛乳びん 牛乳（５品目） 
清酒びん 清酒中小びん（１４品目） 
ビールびん ビール（２品目） 

ウイスキーびん ウイスキー（４品目） 
焼酎びん 焼酎（１２品目） 

その他洋雑酒びん ワイン（１２品目） 
飲料びん 飲料ドリンク（１品目）、飲料・サイダー（４品目）、 

ジュース（３品目） 
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【リユース】（リターナブルびんの普及）
① リターナブルびんのＰＲやモデル事業の実施 
・経済産業省「地域省エネ型リユース促進モデル事業」環境省「リターナブルびん利用促進事業」
などモデル事業に積極的に参画し、リターナブルびんのＰＲや効率的な回収方法について調査・
研究をおこない、企画統一Ｒびんのリユース化事業や居酒屋チェーン企業と連携したＰＢ清酒の
リユース化事業など関係団体とも連携を強化の上、リターナブルびんの普及に取り組んだ。 
・関係他団体（日本酒造組合中央会、容器ﾘﾕｰｽを普及させるための検討会ほか）と連携したびんのリ
ユース推進事業の取組みをおこなった。 
・また、量販店市場におけるリターナブルびんの取扱いや空びんの回収体制の可能性について研
究をおこなうと共に、一般家庭市場での「リターナブルびん回収拠点マップ作り」に関して、全
国びん商連合会と協議のうえ、段階的な地域拡大に取組んでいる。 
 
② リターナブルびんの使用量実績  
・リターナブルびんの使用量については、経年的な減少傾向に歯止めがかからず、現在では家庭
用宅配と業務用という一部限定市場での存続という状態であり、2010 年使用量実績は 125 万ト
ン（基準年比 68.3％）となった。【表３】 
・びんのリターナブル比率（リターナブルびん使用量÷(国内ワンウェイびん流通量＋リターナ
ブルびん使用量)）は 2009 年から 50.0％を割る結果となった。 
 
【表３】リターナブルびんの使用量実績（単位：万トン）               

 
2004 年 
（基準年） 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

2010 年 2010 年実績 
基準年比 

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙびん使用量 183 159 153 144 133 125 68.3% 
国内ﾜﾝｳｪｲびん量 
（輸出入調整後） 158 146 141 139 140 143 90.5% 

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ比率～％ 53.7 52.1 52.0 50.9 48.7 46.6 － 
 
③ リターナブルびん存続に向けた取組み 
・2010 年より、地域や市場特性に合わせた取組みを強化すべく、消費者・自治体・流通/販売事
業者やびん商等関係主体の一層の連携を進め、地域型びんリユースシステム再構築に向けた取組
み準備をおこなった。環境省の「我が国におけるびんリユースシステムの在り方に関する検討会」
（2011 年）への参画準備と共に、びんリユース実証事業の取組み準備をはかり新たな推進体制
として「びんリユース推進全国協議会」（2011 年 9 月設立）の立上げ調整をおこなった。 
・また、2009 年 2 月に立上げた WEB サイト「リターナブルびんポータルサイト」にて、リター
ナブルびんのＰＲやリユース推進活動の「見える化」に取り組み、その内容更新と情報発信に努
めた。 
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【リサイクル】（カレット利用の促進）
① カレット利用率の推移 
・目標として設定した「カレット利用率 91％」については、ガラス容器製造業における再生材
利用促進の向上に努め、2010 年実績は 96.8％と目標を達成した。【表４】 
（カレット利用率とは、ガラスびん生産量に占めるカレット(再生材)の使用比率） 
 
【表４】カレット利用率の推移 
 2004 年 

(基準年) 
2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

 
2010 年 
 

ガラスびん生産量（千トン）① 1,554 1,472 1,433 1,386 1,330 1,337 
カレット利用量（千トン）② 1,409 1,382 1,368 1,343 1,297 1,295 
カレット利用率（％）②÷① 90.7 93.9 95.5 96.9 97.5 96.8 

｢ガラスびん生産量｣：経済産業省｢窯業・建材統計｣ 
｢カレット使用量｣：日本ガラスびん協会資料及びガラスびんフォーラム資料 
 
・再商品化市場の開発拡大を目的とした「カレットを 90％以上使用するエコロジーボトル」 
の普及に努め、2010 年出荷量は 122 百万本と基準年（2004 年）対比 126.5％と拡大した。 
 

 
② リサイクル率の推移 
・2008 年からは、「リサイクル率（回収・再資源化率）」の指標を追加し、目標を 70％と設定
し、取組みを開始した。 
「リサイクル率」は毎年向上し、2010 年では 67.1％となり、基準年（2004 年）対比では、＋
7.8％となった。【表５】 これは、びん分別収集の強化による成果であるが、直近 2010 年で
は、空きびん収集段階で細かく割れたガラスびん残渣の資源化が課題となっている。 
 
【表５】リサイクル率の推移 

  2004 年 
（基準年） 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

2010 年 

リサイクル率（回収・再資源化率） 59.3％ 60.4％ 63.9％ 65.0％ 68.0％ 67.1％ 
 

      
        ・「化粧品びん」の分別収集促進活動については、日本容器包装リサイクル協会と連携し全国の

自治体に実行し、2011 年 3 月現在 42.6％の自治体が化粧品びん分別収集を実施･計画中となっ
た。 

 
 
 
 
 
 



 

28 
 

団体別 2010年度フォローアップ結果

【自主設計ガイドライン／容器利用事業者(中味団体）との連携】
・アルミ箔ラベルを使用しない等、ガラスびんの３Ｒを推進するための「自主設計ガイドライ
ン」（ガラスびんの組成、質量、ラベル、キャップ等に関する事項）を 2007 年 3 月に最終決
定し、製造・利用事業者への周知・徹底に努めた。 
・容器利用事業者(中味団体)に対する「ガラスびん３Ｒ進捗報告会」を毎年定期的に実施し、 
 ガラスびんの３Ｒ取組進捗と課題の共有化をおこなった。 
 
 
 

【広報活動】
・ガラスびんの３Ｒ総合パンフレットとして「ガラスびんＢＯＯＫ」を制作・配布し、容器排
出方法については「ガラスびんの流れ（リユースとリサイクル）」ポスターと「あきびん以外
のものを混ぜない!」リーフレットを制作・配布し、広報に努めた。 
・ＷＥＢサイトでのガラスびん３Ｒ推進事例「ガラスびん軽量化商品」及び自治体関係コーナ
ーでの「自治体ガラスびん分別収集好事例」を追加掲載し、情報発信力強化をはかった。 
・２０１０年からは、小中学生を対象とした「ガラスびんポスターコンクール」を実施し、次
世代に対する環境教育の観点から取組みの強化をはかった。 
・「エコプロダクツ」への出展に加え、東京パック、新宿区３Ｒイベントほかに参加し、ガラス
びんの３Ｒについての直接広報活動を実施した。 
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00  
  
  
●● 事業目的 
  １．PET ボトルのリサイクルに関する啓発
２．PET ボトルのリサイクルに関する研究及び調査
３．PET ボトルのリサイクルに関する指導及び建議
４．PET ボトルのリサイクル推進に係わる関係団体等との連携及び協力
５．会員相互の情報交換
６．その他推進協議会の目的を達成するために必要な事業

 
●● 設 立 ：１９９３（平成５）年６月２２日 
  
●● 正会員団体 ：   社団法人 全国清涼飲料工業会

PET ボトル協議会
社団法人 日本果汁協会
日本醤油協会
酒類 PET ボトルリサイクル連絡会
 

●● 主な役員  会長  ： 
副会長 ： 
 
 
専務理事：  

麦倉 誠 （株式会社吉野工業所 取締役総務部長）
公文 正人（社団法人全国清涼飲料工業会 専務理事）
宮入 信 （ＭＣＴペットレジン株式会社 代表取締役社長）
金子 収 （日本醤油協会 専務理事）
近藤 方人  

  
●● 事業所所在地 ：東京都中央区日本橋小伝馬町７－１６ ニッケイビル２階 

●● 主な活動内容 ：
3R推進活動
（１）3R 自主行動計画の実施とフォローアップ
（２）使用済み PET ボトルのリサイクル推進
（３）PET ボトルに係る正しい知識及び情報の提供活動
（４）市町村分別収集への協力

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■本件に関するお問い合わせ先■ 

PETボトルリサイクル推進協議会
近藤・矢萩

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町７－１６ ニッケイビル２階
  TEL ： ０３－３６６２－７５９１
  FAX ： ０３－５６２３－２８８５
  URL ： http://www.petbottle-rec.gr.jp 

 

PETボトルリサイクル推進協議会の概要 
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PET 2010

 

3R 目標 進捗状況 

自主回収等の調査・研
究
識別表示実施率 100％ 達成している。

Recycle 
リサイクル 

自主設計ガイドラインに
基づいて、環境配慮設計
の容器を継続して開発 

PET ボトルの自主設計ガイドライン遵守を目的に、毎年度ガイドラ
イン分科会にて、着色ボトルなどの調査を行い、問題のあった企
業にはその遵守を要請している。2010 年度は、輸入ﾐﾈﾗﾙｳｵｰﾀｰ３製
品について透明ボトルへの改善を行う旨の回答を得た。

広報活動の推進 消費者・市町村に対しホームページ、広報誌『RING』（年 2 回）、
年次報告書、再利用品カタログ、PET ボトルガイドブック、エコプ
ロダクツ展等による情報提供および啓発活動を行った。 
市町村や各種展示会への啓発ツール等提供を行った。（４０市町村） 
年次報告書の記者説明会を１１月 1５日に開催した。 
3R 推進団体連絡会の一員として共同事業を実施した。 

自主行動計画の立案し、３月２８日
の環境省中央環境審議会で公表した。

上記以外の 
主要な取り組み 

市町村、消費者との連
携 

フォーラムを埼玉、３R 連携市民セミナーを名古屋で開
催した。 
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2010年度回収率は72.1％ 
PET 08 78.0 09 77.5

75 10
72.1% 5.4 2.9 これは

主に、当推進協議会が独自に調査集計を行っている市町村
回収以外の事業系回収量において、資源化した使用済み
PETボトルの回収ルートの多様化等を背景に、我々が把握
できていない回収業者が多く存在していることによってい
ます。 

2010
2009 2010 

PET 564 595 105 
437 429 98 
287 295 103 
150 134 89 
77.5 72.1 5.4 P 
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PET PET

86.8 PET
330

 

2010
298 628

330 298  
 
●●22001100年年度度 PET 83.7

PET PET
 

2010 PET

PET B 242  
338

PET C 256
 

PET 595
PET B C 498 2010  

83.7  
 

2010
2009 2010 

PET  B 250 242 
PET C 261 256 

PET  B C 511 498 
PET 564 595 

B C 90.6 83.7 

●●2010

 
2010 PET

173
 

 

2008 2009 2010 
96 95 59 
88 73 84 
5 2 20   
4 5.5 9 

192 175 173 
 

図３
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紙製容器包装リサイクル推進協議会の概要 
 

１．設立の目的 
当協議会は容器包装リサイクル法の趣旨に基づき、紙製容器包装の３Ｒ推進と合理的で
コストミニマムなシステム構築によって、我が国における生活環境の保全、国民経済の
健全な発展に寄与することを目的として、関連する業界団体及び事業者によって 1998 年
２月に設立された任意団体です 
 

２．事業内容 
当協議会は目的達成のために、次の事業を行っています。 
１）紙製容器包装廃棄物の資源化促進のための実態調査 
２）事業者が取り組んでいる環境配慮製品の情報収集・提供 
３）国・自治体・消費者及び関係機関との連携・啓発 
４）容器包装リサイクル法の円滑な運用と、必要な制度整備への提言 
５）協議会会員への情報提供・啓発 
 
３．会員構成 
当協議会は、以下の会員によって構成されています。 (2011 年 10 月末 現在) 
・正会員（１９団体） 紙製容器包装に関係する団体 
・正会員（４３企業） 紙製容器包装に関係する事業者 
・特別会員   本協議会が特に協力を要請する正会員以外の団体 
４．役員 

会 長 降矢 祥博 凸版印刷 株式会社 専務取締役  
副会長 野田  修 森永製菓 株式会社 専務取締役  
副会長 木村 政之 日本製薬団体連合会 理事長  
専務理事 川村 節也 森永製菓 株式会社 (全日本菓子協会)  

 
◎ お問い合わせ先 
紙製容器包装リサイクル推進協議会 事務局 

〒105-0003  東京都港区西新橋１－１－２１ 日本酒造会館３Ｆ 
ＴＥＬ：０３－３５０１－６１９１、ＦＡＸ：０３－３５０１－０２０３ 
ＵＲＬ：http://www.kami-suisinkyo.org/ 、e-mail：p@kami-suisinkyo.org  
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紙製容器包装に関する自主行動計画 
 2010 年度フォローアップ報告   

紙製容器包装リサイクル推進協議会 
 

紙製容器包装リサイクル推進協議会では、紙製容器包装の３Ｒ推進に向けた 
第一次自主行動計画を公表し、着実に取り組み成果を上げてきたものと考えて
おります。 本フォローアップでは、目標年次 2010 年度の自主行動計画の達成
状況について報告いたします。 
 

【リデュースの推進について】 
2010 年度目標 2010 年度取り組み実績 

実績を上げている各社の成果を
波及させ、業界全体のレベルアップ
を図る。 
・包装の適正化を指導促進する。 
・軽量化、薄肉化の拡大を図る。 
・包装材の削減を図る。 
「2010年度までに2004年度実績比
で２％削減する。」 

容器包装での環境配慮に取り組んでいる商品事
例調査を実施し、「紙製容器包装 ３Ｒ改善事例集 
第４版」を発行した。 
多種多様な形態・用途で使用されている 紙製容器包装
だが、その中で紙使用量削減のための様々な取り組みが
実施され効果を上げている。 
 

紙製容器包装用の紙・板紙の国内出荷量を指標と
して、基準年比６６．７％削減で目標を達成した。 

 

【リサイクル】 
2010 年度目標 2010 年度取り組み実績 

「雑紙としての回収の普及促進を
図り、回収率２０％（回収量 20 万
トン）を達成する。」 
 

「高度なリサイクルがしやすいよ
うに複合材の見直しを図る。」 
「アルミ付き飲料用 紙パックに
ついて自主回収やＮＰＯ等の活動
を応援する。」 

分別収集実態把握のため、人口 10 万人以上の市区を対象
に｢｢回収量アンケート調査｣を実施した。 
調査結果より行政収集で１１３.９％、集団回収で 
６．４％。合計回収率２２０．３％で目標を達成した。 
行政収集の 2004 年度調査比では、回収率が 0.9 ポイント
向上している。 
酒パックリサイクル促進協議会への支援。 
ＮＰＯとの協働で、エコ酒屋などの回収の促進や、
再生品の利用方法の開拓など取り組む。 

 

【その他識別表示等の推進】 
2010 年度目標 2010 年度取り組み実績 

「識別表示について、製紙原料古紙
としての適合品と製紙原料に適しな
いものとの区別がつくような表示を
加える方法の検討を行う。」 
（例えば、複合材について紙の識別マーク
の周辺に区別表示を記入する） 

分かりやすく、合理的で高品位な分別のため
の、表示方法について検討を継続。 
 
識別表示の周知啓発を目的に、紙製容器包装に
関わるＱ＆Ａを再編集し、ホームページに掲示し
た。 



 

36 
 

団体別 2010年度フォローアップ結果

 

【リデュース】 
実績を上げている各社の成果を波及させ、業界全体のレベルアップを図る。 
2010 年度までに 2004 年度実績比で２％削減する。 
 

＜環境に配慮した３Ｒ改善事例の調査と情報提供＞ 
実際の商品で実施されている広範囲な３Ｒ事例を、会員団体企業を中心に事例提供いただ
き、「紙製容器包装 ３Ｒ改善事例集」を年度ごとに改版発行し、業界全体のレベルアップ
のための普及啓発を進めた。 
2010 年度は新しい事例の追加の他に、従来の事例を分類項目別に整理し、第４版を発行
した。 
紙製容器包装の紙使用量削減は、容器包装の基本機能（内容物の保護、利便性、商品情報、
輸送適性）を確保した上で、外外箱の廃止や、容器のコンパクト化、軽量板紙の利用、糊代
フラップの寸法縮小など、軽量化・薄肉化の取り組みが継続的に実施されている。 
その他にも、紙の特性を生かした多様な環境配慮設計がある。 
例えば、紙の意匠性を利用して、個人で小物入れや絵葉書、封筒へ再利用できるよう配慮
した商品事例や、紙製容器包装での詰め替え商品の開発も行われている。 
更に、環境負荷低減の観点から、プラスチック製容器包装などから紙製容器包装に切り替
える事例も見られるようになっている。この場合は、紙使用量増加要因となる。 

 

＜紙・板紙使用量の削減＞ 
紙製容器包装では、代表的な(指標となる)容器形態がないため原単位による削減の把握が
難しく、日本製紙連合会の統計情報より包装紙と紙器用板紙の出荷量をベースに、紙製容
器包装用途となる紙・板紙の国内出荷量を推定し指標としている。 
2010 年の国内出荷量は基準年(2004 年)比－６．７％となり、目標を達成した。(*1) 
(*1)前年比では４ポイント増だが、2009 年は消費の低迷による影響が大きく出た年だった。 

 
 
 

＜使用量の削減、今後の取り組み＞ 
第二次自主行動計画では、使用量削減を更に推進し、総量で基準年(2004 年)比８％の削減
を目指す。 

(表 1) 紙製容器包装用途となる紙・板紙の国内出荷量の推移。基準年＝2004年 
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【リサイクル】 
雑紙としての回収の普及促進を図り、回収率２ ０ ％ を達成する。 
 

市町村の分別収集実績データが公表されているが、回収は容リ法ルートの他、既存の古紙
ルートで「雑がみ」等の混合回収が行われており、回収物の組成分析調査など様々な調査
活動より実態把握を進めた。 
＜回収率の算定式＞ 

回収率の算定式 ： 回収率(%)＝ 
紙製容器包装の回収実績(*2) 

紙製容器包装の家庭からの排出量(*3) 
(*2)回収量：「回収量アンケート調査」(人口 10 万人以上の市区対象)を基に拡大推計 
(*3)排出量：「排出量モニター調査」(世帯当たり 1 ｹ月の排出量)を基に拡大推計 

＜回収物の組成分析調査［Ａ］＞ 
紙製容器包装の資源回収は市町村で様々な方法で実施されているため、その資源化回収量
算出のため、行政収集・集団回収の、(a)雑誌雑がみ混合回収中の紙製容器包装の構成比、
(b)雑がみ分別回収中の紙製容器包装の構成比を、協議会で独自調査している。 
 
＜回収量調査［Ｂ］＞                 (2011 年 8 月実施) 
回収量実績は、人口 10 万人以上の 295 市区を対象にアンケート調査を実施し、294 市区
より 2010 年度の行政回収と集団回収の回答を得た。 
［Ａ］［Ｂ］の調査より、全国の「紙製容器包装」の行政回収量は１１．７万トン、集団
回収量は５．４万トンと推定した。年間合計回収量は約１７．１万トン。 
 

＜家庭からの排出量 モニター調査［Ｃ］＞         (2009 年 6 月実施)  
名古屋市で実施した、家庭から排出される紙製容器包装の排出量モニター調査から推定
した、資源回収可能な紙製容器包装の年間排出量８４．２万トンを使用。 
 

＜回収率算定＞ 
［Ａ］［Ｂ］の調査より、行行政回収率１３．９％と、集集団回収率６・４％を算定した。 
行政と集団合計の「紙製容器包装」回収率は２０．３％で目標を達成した。 
 
高度なリサイクルがしやすいように複合材の見直しを図る。 
分離しやすい包装設計や、単一素材化などの取り組みが進んでいる。 
その他、リサイクルの推進に資する事例では、紙箱にミシン目を入れて廃棄時の減容化を
図る取り組み等がある。 
 
アルミ付き飲料用 紙パックについて自主回収やＮＰＯ等の活動を応援する。 
アルミ付紙パックの、自主的回収の仕組み作りとして、市民団体との協働による「酒パッ
クリサイクル促進協議会」が設立され、その活動を支援している。 
小売酒販店を主体とした回収拠点「エコ酒屋」は、現在全国で 467 店舗の取り組みがある。
又、酒造メーカーで発生する損紙のリサイクルシステムの構築も進められている。 
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＜リサイクルの推進、今後の取り組み＞ 
第二次自主行動計画では、多様なリサイクルシステムを支援し、回収率２２％以上を目指
す。 

紙製容器包装の分別排出・再資源化は、可燃ごみの削減に効果をあげている。雑がみ回収
を含め今後も回収量の増加が見込めるが、異物類の混入防止対策や処理設備・能力の地域
性などが課題となり、リサイクルシステムの安定化に向けて調査研究や情報提供が重要と
考える。 
又、リサイクル適性に配慮した容器包装設計も継続して取り組んでいく。 
 
【その他識別表示等の推進】 
識別表示について、製紙原料古紙としての適合品と製紙原料に適しないものとの 
区別がつくような表示を加える方法の検討を行う。 
 

紙製容器包装の分別収集は、容器包装リサイクル法に従った指定法人ルートと、「雑がみ」
の一部として既存の古紙回収ルートを利用した回収方法があり、市町村の判断により地域
の実情を反映した分別収集方法で実施されている。 このため、紙の識別マークの利用のさ
れ方や、禁忌品の設定などは市町村ごとに違いがある状況である。 
また、難処理古紙でも古紙パルプを製造可能な工場が一部あり、製紙原料化の適/不適で
も画一的な区別表示は難しい状況にある。 
分かりやすく、合理的で高品位な分別の推進に向け、引き続き検討を進める。 
また、紙製容器包装の識別表示に関する理解を深め、適切に表示するための取り組みを進
めてきた。パンフレット(２００８年度)、啓発ポスター(２００９年度)を制作配布し、問
い合せやイベント講演で説明・啓発を行ってきた。 
２０１０年度は、紙製容器包装の識別表示Ｑ＆Ａを再編制作した。 
＜“紙製容器包装の識別表示 Ｑ＆Ａ”＞ 
事務局で対応した様々な問い合わせの中から、頻度の多い項目(*4)についてＱ＆Ａを編集
制作し、ホームページに掲載した。内容・表現について行政の監修を受け制作した。 
(*4)Ｑ＆Ａの項目：①紙製容器包装とは、②識別表示、③サイズ・デザイン、④表示の場所、
⑤マークの入手先、⑥表示義務、⑦表示義務と再商品化義務、⑧(容器包装リサイクル法)
との関係、⑨表示対象となる容器包装、⑩表示対象外となる容器包装、⑪包装紙、⑫表示
方法、⑬輸入品、⑭罰則、⑮紙製容器包装の「紙」の判定、⑯段ボールの判定 

 
【「３Ｒ推進団体連絡会」での、主体間連携のための活動】 
＜市町村や市民団体の先進事例や、事業者情報の交換等で連携協働を推進＞ 
３Ｒ推進フォーラムさいたま(10月)や、容器包装３Ｒ連携市民セミナー名古屋(2月)開催。 
「容器包装３Ｒ啓発」ＡＣ広告「正しく分けて ちょっとだけ バイバイ」の展開や、 
「エコプロダクツ 2010」(12月)の出展。 
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プラスチック容器包装リサイクル推進協議会 
 
【概要】 
１．設 立 
 平成 10 年（1998 年）4 月 15 日 

 
２．設立の目的 

・特定事業者及び関連事業者の意思統一機関 
・合理的な再商品化システムの構築 
・そのシステムの円滑の運用に向けた体制整備と普及・啓発 

 
３．名 称 
  プラスチック容器包装リサイクル推進協議会（任意団体） 
  （ Plastic Packaging Recycling Council（PPRC）） 
 
４．事務所所在地 
  〒105-0003  東京都港区西新橋 1-1-21 日本酒造会館 3階 
  ＴＥＬ. 03-3501-5893 ＦＡＸ.03-5521-9018 ＵＲＬ：http://www.pprc.gr.jp 
 
５． 事業内容 

・プラスチック製容器包装の再商品化システムの構築と必要な制度整備への提言 
・プラスチック製容器包装の再商品化手法の調査及び提言 
・再商品化製品の用途拡大の支援 
・公益財団法人日本容器包装リサイクル協会との連携､リサイクル事業者､消費者､自治
体、特定事業者との連携･協働･交流 

 
６．会 員 

・特定事業者及び一部再商品化事業者 
・会員数（2011 年 11 月末現在）：92 会員（団体会員：30, 企業会員：62） 

 
７．代表者 
会  長 河合義雄 株式会社ニチレイ取締役執行役員 (社団法人日本冷凍食品協会） 
副 会 長 永合一雄 ライオン株式会社 CSR 推進部長（日本石鹸洗剤工業会） 
  東倉健人 一般社団法人日本乳業協会 専務理事 
  長尾康博 日清食品ホールディングス株式会社品質保証部次長 

（社団法人日本即席食品工業協会） 
  勝浦嗣夫 日本プラスチック工業連盟 専務理事 
専務理事 久保直紀 専任 
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プラスチック製容器包装に係る自主行動計画の 
2011 年 フォローアップ報告 

 
 は じ め に 
 プラスチック容器包装リサイクル推進協議会（以下、プラ推進協議会と略）は、循環型
社会形成に資する目的で、その他プラスチック製容器包装（以下、容リプラと略）の３Ｒ
に係る自主行動計画を推進しています。具体的には、容器包装の環境配慮設計を軸に、軽
量化の推進、詰め替え容器の開発、容器包装の適正化促進、３Ｒ事例など関連情報の積極
的な公開等を進めてまいりました。 

  プラスチック製容器包装は、食品、日用品など幅広い分野で使用され、使われるプラス
チックの材質やデザインが多岐に亘る上、他の素材や複数のプラスチックとの複合化によ
る軽量化、内容物の保護など多様化が進んでいます。本自主行動計画では、そうしたプラ
スチック製容器包装の機能や特性を踏まえた容器包装利用及び容器製造事業者の取り組み
を纏めております。 

 
１．「３Ｒ」の推進の状況 
 プラ推進協議会は会員の団体、企業と密接な連携に基づいて第一次自主行動計画の最終
年度である 2010 年度の目標達成に向けて、積極的な取り組みを進めました。 
プラスチック製容器包装の用途が多岐に亘ることから、その使用量、削減量の集計に際

しても、内容物の性状、特性を基に、それぞれの分野に適した方法で集計を行っておりま
す。 

 
（１）リデュースの取り組み 
  2010年度は、プラ推進協議会会員の利用事業者団体別に、軽量化実績の集計精度の向上
を図り、容リプラの使用量と削減量について調査しました。 
 
１）使用量の集計 
年度毎の把握を、①公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（以下、容リ協会と略）へ
の再商品化委託申込み量で算出した団体と、②総量(実際の使用量)で算出した団体、の何
れかによって集計しました。 

 
  使用量                                 単位：千㌧ 
        年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
使用実績 313 320 369 456 464 460 472 
団体数(含む１企業) 12 13 14 15 16 16 16 
2010 年度の報告に対して、各年度の使用量は、集計精度の向上で増加し、集計団体も増加
した結果、2004 年度に遡って集計できた団体が 12 団体(含む１企業)になり、2008 年度以
降は 16 団体(含む１企業)に達しました。 
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２）削減量の集計 
年度毎に削減量を、①削減事例から削減量を算出した団体と、②原単位から削減量を算

出した団体、の何れかによって集計しました。 
  削減量                               単位：千㌧ 
        年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 05-10 
削減実績 ― 7.3 -2.5 23.2 11.9 5.9 5.6 51.4 
団体数(含む１企業)  10 10 11 11 11 11 - 
2005 年から 2010 年度までの 6年間での合計削減量は、51,382 トンになりました。2006 年
度を除いて毎年、着実に削減を進めてまいりました。 
改善事例としては、プラスチックボトルやキャップ、各種容器及びふた、トレイ・パック
類等の軽量化や薄肉化等が進展しました。 

 
 団体会員が把握した 2005 年から 2010 年の削減率は、以下の通りです。 
  Ａ分子＝プラの削減量： 51.4 千トン 
  Ｂ分母＝プラの使用量： 523.4 千トン 
 削減率は Ａ÷Ｂ＝51.4 千トン÷523.4 千トン＝9.8％ 
 よって、05 年から 6 年間で削減した率は 9.8％となりました。 
 
（２）リサイクルの取り組み 

容器包装リサイクル制度における社会全体のコストの効率化と、主体間連携の取り組み
の一環として、効率的な分別収集のあり方を自治体との連携・協働を進める視点から、第5
回自治体と事業者の交流会として、静岡市で初めて開催し、それぞれの現状を報告し、理
解を深め合いました。今後も引き続き主体間との交流を進め、効率の良いリサイクルを目
指していきます。 
 
１）収集率 
リサイクルに関する指標として、排出量及び収集率を次の通り設定しています。 
① 排出量の定義 
特定事業者（利用事業者）が再商品化委託のために、容リ協会に申し込んだ排出見込み

量を、国が発表した特定事業者責任比率で除した数値です。 
ちなみに、基準年度（2004年度）における排出量は1,141千トンであり、2010年度は1,0

78千トン（2009年度=1,140千トン）でした。 
 
② 収集率の定義 
環境省が発表した「分別収集実績量」を上記排出量で除した数値（％）です。 

基準年度の収集率は、41.3 ％であり、2010 年度は 60.1％(2009 年度＝60.4％）で目標は達
成出来ませんでした。達成できなかった背景には、市町村の参加率の微増や、分別基準適
合物の品質基準の引き上げ等による収集量の減少と推定されます。
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２）新たなリサイクル推進の指標について 
第一次自主行動計画では、収集率を目標としましたが、自治体の収集量に左右されて事

業者の努力が反映されませんので、第二次自主行動計画では、再商品化の成果がわかり、
かつ事業者の努力も反映できる指標を設定したいと考えており、効率的な再資源化に向け
た様々な評価手法などについて調査しております。 

 
（３）啓発活動の取り組み 
1) ３Ｒ事例集の作成・発行 
リデュースの改善事例として『３Ｒ事例集』を、2008年度から2010年度までの3年間継続

して作成してまいりました。 
プラ推進協議会の企業会員、および団体会員の会員企業各社からご提出頂いた事例は、23

0例に上りました。デザイン変更に伴うプラスチックの使用量の削減、複合素材化による容
器包装の軽量化、減容化しやすい容器の開発、分離し易い容器包装の研究などリデュースの
ための研究開発を行い、商品化してまいりました。 
また、その成果を『３Ｒ事例集』として、広く紹介してまいりました。今後もそうした取

り組みを進めてまいります。 

 

           

  

 
 
2）エコプロダクツ展へ出展 
毎年開催されるエコプロダクツ展に、公益財団

法人日本容器包装リサイクル協会、紙製容器包装
リサイクル推進協議会、プラスチック容器包装リ
サイクル推進協議会の3団体で共同出展し、容リプ
ラに関する３Ｒの取り組みなどを、多数の来場者
に対して広報してまいりました。 
 今後も、各主体へ啓発活動の一環として、エコ
プロダクツ展へ出展を行ってまいります。 
 
 
 
 
 

2008 年度 

エコプロダクツ展会場風景 

2010 年度 2009 年度 
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3)『 プラスチック容器包装の機能と環境配慮』 
 プラ推進協議会会員の日本プラスチック工業連盟は、 
リデュース・リサイクル検討委員会において『 プラ 
スチック容器包装の機能と環境配慮』についてまとめ 
ました（左図）。 
  
 容器包装は、内容物の商品と一体化して使われてお
り、環境配慮設計とは、①容器包装への配慮②内容物
の商品とトータルな側面、さらには③物流や販売にお
ける環境配慮など、総合的な視点から進めていくべ 

                 きである、としています。 
 
２．３Ｒ推進の主体間連携に資するための取り組み 
1）プラ推進協議会の取り組み 
容リプラのリサイクルについて、自治体と事業者の相互理解を深めるため、平成 18 年度か

ら 5 回、「自治体と事業者の交流会」を開催しております。延べ自治体関係者 350 名、特定
事業者 245 名、計 595 名の参加者がありました。 
第 1 回～第 3 回は東京都で開催し、分別収集や分別基準適合物の品質向上を図るためには

どうしたら良いか、課題や改善策を出し合い、今後の方向性について話し合いました。 
第 4 回は福島市で開催し、合理的でより良いリサイクルにするために、市民にどのように

アピールしたら良いかを共に考えました。 
第 5 回は静岡市で開催し、再商品化についての現状を把握し、自治体の抱える問題、事業

者の３Ｒ事例の紹介や表示のあるべき姿などを共有し、分科会形式で、課題解決に向けて意
見交換を行いました。 
また、昨年から 2回、全国の自治体（1,792 件）を対象にアンケートを行い、容リプラの分

別収集・選別保管やその他の処理方法、独自にリサイクルしている実態・意向調査等も行っ
ております。 

 
 
2)プラ推進協議会の会員の取り組み 
団体会員の日本ポリエチレン製品工業連合会は、明治大学、公益財団法人日本消費生活ア

ドバイザー・コンサルタント協会および容器包装利用・容器製造事業者団体との「３Ｒに関
する主体間連携会議」を中心に、プラスチック製容器包装についての様々な連携活動を行っ

第 4回交流会 会場風景 

URL：http://www.jpif.gr.jp/7teigen/teigen.htm 

第 5 回交流会 会場風景 
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ています。特に、主婦など消費者の方々をはじめ、大学生へのプラスチック製容器包装に関
する啓発活動は、環境教育の面からも意義のある取り組みとして注目されています。 
また、会員企業はＣＳＲレポートや環境報告書の発行、ホームページを通じて消費者に対

する啓発活動を推進しました。 
今後も、３Ｒの推進や主体間の連携に積極的に取り組んでまいります。 

 
3）自治体との連携、協働 
自治体との連携、協働に向けた取り組みとして、千葉県や横浜市などが主催するプロジェ

クトに、積極的に参加しました。 
千葉県とは、県環境生活部資源循環推進課が主催する『ちば分け容プロジェクト研究会』

の委員として参加し、より良いリサイクルのあり方や効率的な分別収集や再資源化に関する
提言の作成を行いました。千葉県では、この提言を受けて、今後、より良いリサイクルに向
けた実証について検討しています。 
また、横浜市資源循環局が設置した『ヨコハマ Ｒ

リデュース
委員会』にも参加しました。この委員

会は、リデュースに関わる実証的取り組みを行っていますが、事業者の立場から、その活動
にも参画しました。 
 
4) ３Ｒ推進団体連絡会の取り組みへの参画 
 ３Ｒ推進団体連絡会が主催するフォーラム、セミナー、市民団体との交流会、各種環境関
連のイベント等に積極的に参画しました。 
 
３．今後に向けて 
適正な容器包装の啓発と環境配慮設計の促進 
プラスチック製容器包装の機能、特性や日々の生活への貢献度を正しく評価、認識し、容

器包装の適切な使用への理解を深め、的確に３Ｒを推進することが重要な課題であり、事業
者はそのために、現在も、今後も努力を続けてまいります。  
容器包装の環境配慮設計とは、単に軽量化や薄肉化等といった容器包装本体だけを対象に

するだけではなく、内容物の品質保護、物流の効率化、情報伝達などの内容物と一体化した
視点からの環境配慮設計を考えるべきであります。  
その上で、消費後の廃棄を含めたライフサイクル全体での環境負荷低減を図ることが、重

要、かつ適切ではないでしょうか。 
2010 年度に、公益財団法人日本容器包装リサイクル協会が、容器包装の環境配慮設計に関

する意見交換会を主宰して容器包装の環境配慮設計について議論しました。そこでは、容器
包装は商品の一部であり、容器包装と内容物を含めて環境配慮を考えるべきであるとの意見
が大勢を占めました。 
事業者は、自らの取り組みとして軽量化や薄肉化等の３Ｒを積極的に進めていくと共に、

環境配慮への取り組みを、広く社会に広報・啓発していく責務があります。そのためにも、
各主体との理解と連携を図り、容器包装の環境配慮設計を進めて行く所存です。  

以上 
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２０１１年１２月１３日 
 
 

スチール缶リサイクル協会の概要 
 
スチール缶リサイクル協会（旧称：あき缶処理対策協会）は、スチール缶の材料・

容器の製造・販売に係る事業者１５社（現在は１２社）により、１９７３年に、使用
済みスチール缶の散乱防止並びにリサイクル推進のための調査・研究・普及啓発等な
どの活動を行い、環境美化推進と資源循環推進を図って社会に貢献する目的で設立さ
れた団体です。 
当協会は、１９７０年代より顕在化しつつあった観光地・市街地での容器包装の散

乱問題や地方自治体における最終処分場逼迫問題等に対処するため、地域住民・市町
村・有識者と協力連携して、課題解決のための調査研究と普及啓発を行ってきており
ます。 
 現在当たり前となった家庭から排出される一般廃棄物の分別排出・分別収集・中間
処理については、地方自治体等と連携協力して、またスチール缶の再資源化は素材メ
ーカーと連携して、リサイクル推進の調査研究・実証実験・普及啓発等を行ってきた
ものであります。 
これらの活動の延長線上として、１９９５年に公布された日本の容器包装リサイク

ル法があります。使用済みスチール缶の再資源化を素材メーカーが受け皿としてきた
考え方と同様に、この法律では、政策の手法の一つである拡大生産者責任の考え方が
導入され、再資源化の責任を事業者が担うことで社会的責任を負うことになりました。 
当協会は、今後も国民・地方自治体・事業者・国と連携協力し、省資源循環型社会

構築に向けて、調査研究・支援・普及啓発・政策提言等の活動を通して、社会貢献を
果たしてまいります。 
 
○設 立：１９７３年４月（昭和４８年） 
○所在地： 〒104-0061 東京都中央区銀座７－１６－３ 日鉄木挽ビル１階 
○ＴＥＬ：０３－５５５０－９４３１  ＦＡＸ：０３－５５５０－９４３５ 
○ＵＲＬ：http://www.steelcan.jp   E-mail：recycle@steelcan.jp 
○役 員： 

  理事長 ： 内田 耕造 （新日本製鐵株式会社 代表取締役副社長） 
  副理事長 ： 林  伸行 （東洋製罐株式会社 常務執行役員、 

資材・環境本部本部長） 
  副理事長 ： 山口  勇 （大和製罐株式会社 代表取締役副社長） 
  専務理事 ： 酒巻 弘三 （専任） 
 ○会 員： 鉄鋼メーカー   ：３社 
              製缶メーカー  ：３社 
              商社      ：６社     合計１２社で構成 
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         第一次自主行動計画実施結果総括 
 
Ⅰ．スチール缶リサイクル協会・第一次自主行動計画の概要（目標） 

1. 新たな技術開発を行い、スチール缶１缶当たりの平均重量で２％の軽量化を目
指します。 

2. スチール缶リサイクル率８５％以上の維持を図ります。 
3. 薄肉化等により、より潰し易いスチール缶の開発を行います。 
4. 多様な回収の仕組みの一つである集団回収の調査・研究を実施し、普及啓発    
を行い、社会に貢献します。 

5. 自主行動計画の取り組みについては、毎年度検証し公表いたします。 
6. 設立理念に基づき、従来行ってきた使用済みスチール缶の散乱防止・再資源化
に係る調査・研究・指導・普及啓発などの取り組みを、消費者・自治体等と共
に継続いたします。 
 

Ⅱ．第一次自主行動計画（２００６年度～２０１０年度）の実施結果 
   ２００６年３月公表の第１次自主行動計画推進実施結果、当初の目標を達成し、

社会貢献を果たしました。 
 
 １１．スチール缶のリデュース（軽量化）推進結果 

推進方法：製缶業界にて、２００６年６月「ススチール缶軽量化推進委員会」 
     を立ち上げ、業界上げて技術開発に取り組みを行った。 
推進結果：基準年度２００４年度比で、２０１０年度までに取り組んだ結果、

１缶当たりの平均重量で、４４.０６％の軽量化と目標を達成。２０
０８年度より前倒し達成中。 

 

 
 
 

（％） （千ﾄﾝ） 
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 ２．スチール缶のリサイクル推進結果（消費者・自治体・事業者の連携） 
推進方法： ①分別排出を、自治体に協力し普及啓発（環境展出展,資料提供） 
      ②自治体の分別収集・処理保管に協力（情報提供） 
      ③自治体収集品の再資源化のための受け皿完備 
      ④地域住民による協働型集団回収への支援及び推進 
      ⑤リサイクルし易い素材の研究・採用 
推進結果： ① 目目標の“スチール缶リサイクル率８５％以上維持”を、継続

して達成しました。 
② 軽量化推進に伴い、潰しやすくなりました。  

         ③ 全国の協働型集団回収の状況について、２００５年より５年掛
けて行った調査結果を自治体・市民団体等へ提供すると共に、解
説セミナーを開催して協働型集団回収の推進を図りました。 
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 ３３．スチール缶のリサイクル推進に係る消費者・自治体・事業者の連携に資する 
   取り組み推進結果（２００６年度～２０１０年度） 

地域住民・自治体と協力連携し、使用済みスチール缶の散乱防止並びに再資源
化推進の他、環境教育の推進や種々の社会貢献活動を行いました。取り組みにつ
いては以下の通りであります。 

  １１）調査・研究実施項目 
① 全国市区の使用済みスチール缶の分別収集状況の調査実施。 
② 全国の鉄リサイクル事業者による再資源化の為の使用済みスチール缶シュレ
ッダー状況の調査実施。 

③ 鉄スクラップ規格Ａシュレッダー中の使用済みスチール缶量の調査実施。 
④ 全国鉄鋼メーカーでの使用済みスチール缶受入れ再資源化状況の調査実施。 
⑤ 使用済みスチール缶の市況状況の調査実施。 
⑥ 使用済みスチール缶の集団回収実態状況の実態調査・研究を実施。 
⑦ 離島・山間部における使用済みスチール缶の分別収集・再資源化状況の調査
実施。 

⑧ まち美化推進に係る実態調査・研究を実施。 
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再資源化調査               他規格混入量の実地調査 

   
    集団回収調査               離島調査 

   
２）協力・支援項目 

① 全国各地域での清掃活動への協力 
・清掃活動   ： 年３回実施 
・清掃用品提供等： 年数百か所 

② 環境教育を推進する全国小中学校への協力（表彰・支援）。 
③ スチール缶の集団回収を実施する地域民間団体への協力（表彰・支援）。 
④ 国内スチール缶リサイクル量に応じた支援。 
 世界の貧しい子ども達の学校給食（WFP 世界食糧計画プログラム）への支
援。 

    ※２０１１年度は、東日本大震災復旧への支援。 
⑤ 自治体・ＮＰＯ・事業者等による環境イベント等への出展・協賛・支援（啓
発用ポスター・教育用冊子・教育用ＤＶＤ・ノベルティー等）。 

 

   
    散乱防止・美化キャンペーン  民間集団回収支援 

    
    環境教育表彰・支援   学校給食プログラム支援 
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３） 普及啓発広報項目 
① 全国各地域でのごみ散乱防止・再資源化推進啓発キャンペーンを実施。 
② 環境意識向上推進のため“スチール缶リサイクルポスターコンクール”を実
施（対象：全国小中高生）。 

③ 学校・市民団体・ＮＰＯ等を対象とした製鉄所施設等見学会を実施。 
④ 地域での環境イベント出展による啓発を実施。 
⑤ ３Ｒ推進のための出前授業・受入授業・講演等を実施。 
⑥ 協働型集団回収等の調査結果に基づき、セミナー・研究会等を開催。 
⑦ 普及啓発用冊子の製作配布・ホームページの拡充等による啓発を実施。 

  
ポスターコンクール表彰       製鉄所見学会 

   
    環境イベントへの出展    受け入れ授業        集団回収セミナー 
 

４）３Ｒ推進団体連絡会（容器包装の素材に係るリサイクル八団体で構成）の共 
  同による３Ｒ推進の取り組み項目 
① 自治体との３Ｒ推進連携フォーラムを開催。 
② 消費者との３Ｒ推進連携セミナーを開催。 
③ 消費者・自治体・事業による容器包装の３Ｒ推進のための研究会を開催。 
④ ＡＣジャパンの支援を得て、３Ｒ推進に資する啓発広告（テレビ・ラジオ・
新聞・電車内）を実施。 

⑤ 市民リーダーとの相互理解を深める交流会等を実施。 
 

    
   フォーラム          セミナー          ＡＣ広告          ＡＣ広告 
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（２０１１年度～２０１５年度） 
  成果を上げてきている従来の活動を継続し、今後も環境美化並びスチール缶の３
Ｒ推進を計画し、社会貢献を果たしてまいります。 

 １．事業者自ら行う取り組み 
１）リデュース推進の取り組み 
スチール缶１缶当たり４％の軽量化を目指します。 
２）リサイクル推進の取り組み 
スチール缶リサイクル率８５％以上を維持するように努めます。 
３）環境美化・３Ｒ推進に資する調査研究等を継続して実施いたします。 

 ２．消費者・自治体・事業者の連携に資する取り組み 
１） スチール缶を主体とした容器包装の散乱防止・環境美化並びに３Ｒ推進に資

する調査研究・協力支援・普及啓発について、消費者・自治体・事業者等と
の連携した取り組みを継続して実施いたします。 
・分別収集・再資源化に係る調査研究 
・散乱防止・環境美化に係る調査研究及び啓発活動 
・環境教育並びに多様な回収システム等への協力支援 

２） ３Ｒ推進団体連絡会の構成団体の一員としてスチール缶リサイクル協会は、
容器包装の３Ｒ推進に資する共同の取り組みを実施いたします。 

３） ３Ｒ推進に係るＮＰＯ・各種団体との連携した取り組みを実施いたします。 

第二次自主行動計画 
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＜参考資料＞ 
スチール缶リサイクル協会の散乱防止・環境美化推進並びに３Ｒ推進に係る
調査・研究・支援・普及啓発等の活動の歴史を概略紹介します。 
  （各年、項目に絞り記載） 

 
・ １９７３年：・道路わき空き缶回収実験開始（自治体との連携） 

・“キープ・ジャパン・ビューティフル”全国キャンペーン参加 
・１９７４年：・回収容器による空き缶回収実験開始（自治体との連携） 
       ・不燃ごみの分別実験開始（自治体との連携） 
       ・海外のごみ回収・処理動向調査開始 
・１９７５年：・鉄鋼メーカーによる空き缶再利用状況を調査（事業者との連携） 
       ・空き缶処理システム実験開始（自治体との連携） 
・１９７６年：・「廃廃棄物資源化研究会」立ち上げ（主体間連携） 
       ・鉄鋼メーカーでの空き缶溶解実験実施（事業者との連携） 
・１９７７年：・散乱防止・美化キャンペーン開始（自治体等との連携） 
       ・各地での空き缶回収実験に協力（自治体との連携） 
・１９７８年：・分別収集実験に協力（自治体との連携） 
       ・鉄粉の有効利用の調査研究（事業者との連携） 
・１９７９年：・回収車と回収容器の研究実施 
・１９８０年：・デポジットシステムの議論に参画（自治体との連携） 
・１９８１年：・市街地・観光地の美化システム調査開始 
・１９８２年：・スチール缶の鉄クズ検収規格化（Ｃプレス・Ｃシュレッダー） 
       ・学校での環境美化教育実態調査を実施 
・１８８３年：・市街地・観光地での美化対策事例調査実施 
・１９８４年：・クリアランド紙芝居コンクール開始 
・１９８５年：・空き缶回収に係る啓発ビデオ作製 
・１９８６年：・都市ごみ資源化システムビデオ作製＆実践事例調査 
・１９８７年：・“散乱ごみ対策の手引書”を作成 
       ・廃棄物資源化システムの費用分析調査実施（自治体との連携） 
・１９８８年：・各地で開催の廃棄物資源化研究会に協力（主体間連携） 
・１９８９年：・空き缶スクラップの流通促進に係る研究開始 
       ・空き缶リサイクルマニュアル作成 
・１９９０年：・水辺地域での散乱ごみ等の管理に係る基礎調査実施 
       ・ススチール缶リサイクル率設定：目標１９９５年までに６０％以上 
・１９９１年：・ススチール缶リサイクル相談室の開設 

・自自治体再資源化施設への支援開始（十数自治体／年） 
・高高炉メーカーでのＣプレス２０万トン購入体制構築 

・１９９２年：・各種リサイクルシンポジウム・研修会に協力（主体間連携） 
・１９９３年：・スチーール缶リサイクル率目標６０％以上を、前倒し達成 
       ・空き缶リサイクル施設整備マニュアル作成 
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・１９９４年：・ススチール缶リサイクリングマニュアル（資源化施設編）発行 
       ・スチール缶リサイクル年次レポート発行開始 
・１９９５年：・スチール缶リサイクル率目標改定：２０００年までに７５％以上 
       ・ボランタリープラン公表（有価もしくは無価による引き取り保証） 
・１９９６年：・ススチール缶リサイクル率目標７５％以上を、前倒し達成 
       ・全国まち美化会議設立へ支援開始（自治体との連携） 

・“全国まち美化シンポジウム”を開始 
・１９９７年：・スチール缶リサイクル率目標改定：２０００年までに８５％以上  
       ・・スチール缶リサイクリングマニュアル（分別収集編）発行 
・１９９８年：・空き缶ポイ捨て防止キャンペーン開始 
       ・まち美化システムづくり実施（自治体との連携） 
・１９９９年：・環境教育ビデオ製作 
       ・Ｃプレスの品質実態調査実施 
・２０００年：・スチール缶リサイクルフロー調査の開始 
       ・資源化施設見学会開始（事業者との連携） 
・２００１年：・「あき缶処理対策協会」より「スチール缶リサイクル協会へ名称変更 
       ・・スチール缶リサイクル率目標、８５％以上を達成 

・“まち美化ハンドブック”を作成 
・２００２年：・容器包装のＬＣＡ調査委員会でのスチール缶のＬＣＡ調査開始 
・２００３年：・夏休み子ども施設見学会を開始 
・２００４年：・国内スチール缶リサイクル量に応じ、ＷＦＰ世界食糧計画を通じて 

“世界の貧しい子ども達への学校給食”への支援開始 
・２００５年：・集団回収実態調査開始 

・エアゾール容器の回収システム研究に協力 
・２００６年：・第１回スチール缶リサイクルコンクール開始 
       ・「スチール缶軽量化推進委員会」設立に協力（事業者との連携） 
       ・「３Ｒ推進団体連絡会」設立に参画（事業者間協力） 
・２００７年：・先進的に環境教育に取り組む全国の小中学校支援を開始（自治体と 

の連携） 
・２００８年：・スチール缶回収再資源化新規ルート調査実施 
       ・民間地域団体へのスチール缶集団回収支援開始（消費者との連携） 
       ・地域での環境展等催し出展拡大（ 
・２００９年：・使用済みスチール缶の他規格としてのリサイクル実態調査開始 
       ・全国小中高学校向け壁新聞「スチール缶リサイクルの旅」発行 
       ・「製鉄所施設見学会」を開始 
・２０１０年：・「協働型集団回収マニュアル」発行及び解説セミナー開催を開始 
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アルミ缶リサイクル協会の概要
◎

高度な循環型社会を実現するために
   当協会は、アルミ缶のリサイクルを推進することで資源・エネルギーの有効利用を図り、  

空き缶公害の防止による自然環境保護に寄与することを目的に、１９７３年 昭和４８年 ２  
月に設立されました。

   以来、回収ルートづくりやさまざまな広報・啓発活動を積極的に行い、現在ではアルミ缶   
のリサイクルは日常のことになってきています。これからも「環境」「資源」「エネルギー」を
キーワードに活動を進めてまいります。

◎設設   立 １９７３年２月７日
◎役役   員 理事長  藤原 孝雄  昭和アルミニウム缶株  代表取締役社長
       副理事長 白井 啓一  ユニバーサル製缶株  代表取締役社長
       副理事長 伊藤 哲夫  大和製罐株  常務取締役技術本部長
       副理事長 林 伸行  東洋製罐株  常務執行役員 資材・環境本部本部長  
       副理事長 佐井 保博 日本軽金属 株  執行役員板事業部長  
 副理事長 楠本 昭彦 古河スカイ 株  常務取締役
       専務理事 伊藤 忠直  専任  
◎所所 在 地 〒  東京都港区赤坂２丁目１３番１３号（アープセンタービル３階）  
         
◎主主な事業活動  
 １．回収ルートの整備
    回収拠点、自治体への情報提供と支援協力によるリサイクル活動の円滑な推進
 ２．広報・啓発活動
    環境意識の向上、リサイクル啓発のためのポスター・パンフレットなどの製作と提供
 ３．調査活動
    アルミ缶リサイクル率及び 率などの調査とデータの精度向上
◎会会 員
 ・

昭和アルミニウム缶 大和製罐 武内プレス工業 東洋製罐 日本ナショナル製罐     
北海製罐  ユニバーサル製缶     

 ・
  神戸製鋼所 昭和電工 住友軽金属工業 日本軽金属 古河スカイ 三菱アルミニウム
 ・
  岡谷鋼機 昭光通商 神鋼商事 住軽商事 住友商事 丸紅メタル 三井物産 三菱商事 
 ・
  アサヒ飲料 アサヒビール キリンビール キリンビバレッジ サッポロビール 

サントリー 宝酒造
 ・
  アサヒセイレン サミット昭和アルミ 正起金属加工 大紀アルミニウム工業所 山一金属 
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「アルミ缶 3R推進のための自主行動計画」2010年度フォローアップ結果 
 

リデュースの推進 
１．リデュースの目標 
  新たな技術開発に努め、2004年度実績比で 1缶あたりの平均重量を 2010年度までに 

1%の軽量化を行なう。 
２．2010年度実績 
  2004年度実績に対し 2010年度実績は 1缶あたり平均重量で 2.5％の軽量化を達成 

・0.42ｇ (2004年度 16.93g/缶－2010年度 16.51ｇ/缶) ／ 16.93g = 2.5％ 
 

リサイクルの推進            
１．リサイクル率の目標 
  安定的に 90%以上のリサイクル率を維持する。 

・リサイクル率については、当初目標の 85%を 2007年度から 90%に上方修正した。 
２．2010年度実績 
  2010年度のリサイクル率は 92.6％を達成 

・Can to Can率は、68.3％  
・自治体ルート以外の回収割合は、56.8%（2009年度） 
・アルミ缶回収優秀校 80校、優秀回収協力者 72個人・団体、優秀回収拠点 2社を表彰 

 
１．リデュースの取組み実績 

(１)缶重量の調査結果 
   アルミ缶の国内生産・国内販売缶数及び塗料を含む缶重量の調査の結果、2010 年度の１缶当

たりの平均重量は 2004年度実績比で 0.42ｇの軽量化となり、2.5％の削減となった。 

     缶重量の削減率の推移をグラフ１に示す。 

     

      グラフ１  缶重量削減率の推移（2004年～2010年：2015年は目標） 
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 (２)重量増減の内訳 
①缶仕様の改善による軽量化 

重量軽減の努力は、1つは缶胴体の厚さの薄肉化と、他の１つは缶蓋の径縮小、形状変 
更による改善が挙げられる。2008年から 2010年にかけては、特に缶蓋の径縮小、形状
変更による削減に加え、ボトル缶・大型缶（500ｍｌ）等の薄肉化も進んだ。2004年比
で仕様の改善による削減量は、2006年～2010年で累積 6,876 ﾄﾝとなる。 

②缶サイズ・缶種の変化による削減 
          全体的に 500ｍｌSOT缶が減少し、350ｍｌSOT缶が増加することにより、缶当りの 
        削減率向上に寄与した。 

    
   この結果を 2004年から 2010年の消費数量（缶）と消費重量で比較してみるとグラフ２， 
  ３のように、消費缶数量はほとんど変わらないが、2010年は、消費重量で 2004年より 

約 7,000ｔ減少している。 

   

  グラフ２ 消費缶数 推移           グラフ３ 消費重量 推移 
 
２．リサイクルの取り組み実績  
 (１)リサイクル率の調査結果 

・アルミ缶のリサイクル率は「再生利用重量÷消費重量」で表され、2010年度の調査結果
は以下の通りとなった。 
 注)1.再生利用重量は、再生地金等の製造に使用済みアルミ缶を利用した重量であり、組成率(スチ

ール缶、水分、塗料等の異物を除いたアルミメタル重量の割合)を加味した重量を示す。 
  注)2.消費重量は、国内で出荷された缶重量であり、塗料を除いたアルミメタルの重量を示す。 

＜再生利用重量＞         ＜消費重量＞ 
274,242 ﾄﾝ(171億 3千万缶)    ÷  296,058 ﾄﾝ(185億 6千万缶)   ＝ 92.6% 

   
   (参考) 

  2010年度は韓国向けに 926 ﾄﾝの UBC（使用済飲料缶）が輸出された。組成率を掛ける
と 826トンとなり、この輸出分の全てが再生利用された場合のリサイクル率は以下の通り
となる。なお、今回は平成 22年の韓国現地調査及び業界関係者の情報をもとに韓国への
UBC輸出量を算定した。 
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＜再生利用重量＞         ＜消費重量＞ 
(274,242 ﾄﾝ＋826 ﾄﾝ=275,068 ﾄﾝ)    ÷  296,058 ﾄﾝ   ＝ 92.9% 

   国内再生利用の 2004年から 2010年のリサイクル率の推移は、下記グラフ４のようにな 
り、この 5年間では、ほぼ 90％台の値が得られた。 

    
       グラフ ４ アルミ缶リサイクル率推移（国内再利用） 
 
    2008年に下がっているのは、リーマンショックによる自動車業界、鉄鋼業界を主とす 
   る国内需要の低迷の影響で回収業者内の在庫が増えたことによるもので、その反動が 2009 
   年の増加に影響していると想定された。この結果、大きな経済変化が無ければ、今後 

もこのレベルを落とさないことが重要であり、2015年までのリサイクル率は、90％以上 
を安定して維持することを目標としている。 

 
(２)CAN TO CAN率の調査結果      
・CAN TO CAN率は「缶材向け重量÷再生利用重量」で表され、2010年度の調査結果は以 
下の通りとなる。 
注)3.缶材向け重量は、缶材に利用した重量であり、組成率を加味した重量を示す。 

 ＜缶材向け重量＞         ＜再生利用重量＞ 
 187,415 ﾄﾝ(117億 0千万缶)   ÷  274,242 ﾄﾝ(171億 3千万缶)   ＝ 68.3% 

        2004年から 2010年の推移をグラフ５に示す。 

    
        グラフ５ Can to Can 率の推移 
 

この結果、2006年から 2010年の Can to Can 率は、平均 64％前後となる。 
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(3)リサイクルの推進 

①UBCフロー調査への取組み 
リーマンショック以降、会員会社による「拡大リサイクルフロー調査WG会議」にて、二

次合金ﾒｰｶｰの UBCの回収・需要状況を含めた情報交換を行うとともに、回収業者への回収
量、在庫等のｱﾝｹｰﾄを実施し実態の把握を行った。また、韓国にて現地のﾘｻｲｸﾙ業者、団体か
らヒアリングを行い、より正確な UBCの韓国への輸出量の推定を行った。 

 
②集団回収普及への取組み 
自治体の分別回収実施率は、2010年以前からほぼ 90％以上の実施率であり、自治体ルー
トによる回収量は、ほぼ頭打ちとなっている。 
更なるリサイクル率の向上には、自治体ルートによる回収と同時に集団回収が重要である
と考え、過去から継続して一般回収団体（町内会、施設、個人）及び小中学校回収に対して
の優秀表彰制度を続け集団回収の奨励を行ってきた。 
具体的には、全国の回収業者・拠点に呼掛け毎年 優秀回収拠点、優秀校を推薦してもら
い、回収の量と継続年数の多いところを対象に協会から表彰を行った。2006 年から 2010
年までの表彰数の実績をグラフ６及び７に示す。 

 

 
 グラフ６ 全国小中学校優秀表彰数    グラフ 7 一般回収協力者表彰数 
 
 グラフから分かるように、ほぼ全国にわたり 毎年、各々70 件程度の表彰を行い、今後の
回収を奨励し、継続してもらうとともに、表彰内容を地方紙にて報道してもらうことで啓発の
一助としている。 
また、クリーンジャパンセンターへの３R推進功労者等表彰も、協会より毎年 10 件程度推薦
し大臣賞、会長賞等の表彰を受けている。 

 
これらの施策の結果とも相まって、自治体ルートによる回収以外の回収割合（集団回収・拠
点回収・事業系回収によるもの）は、グラフ８の通り向上が見られている。（自治体ルート
による再商品化量は、環境省統計の市町村の再商品化量を基に組成率を掛けて算出。） 
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自治体ルート以外の再商品化率＝（再生利用重量－自治体ルートによる再商品化量）×100 
                       再生利用重量 
 
 自治体以外からの回収は、ここ 10年で上昇してきておりほぼ 60％程度が自治体以外から
の回収により再商品化されたものと考えられ、これがここ 10 年ほどのリサイクル率の上昇
に寄与していると考えられる。 
 

      

        グラフ 8 自治体ルート以外の回収割合の推移 
     

    ③その他広報・啓発活動 
・次世代への環境教育として 小・中学校への教材の提供、修学旅行等のおりでの協会での
来協学習を行ってきた。また、消費者への啓発活動としては、自治体から消費者啓発（展
示・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ）のための援助、各地の環境イベントへの出展を行い、リサイクルへの理解
の向上に努めた。 

・自治体、回収活動団体、回収拠点への支援として、機関紙「リサイクルニュース」4刊／
年を発行し、当協会の事業活動計画、リサイクル率、表彰校の紹介、回収協力者等の情報
提供を行った。            
・協会として約 1700の回収拠点を登録リスト化し、全国各地のボランティアグループ、学
校等からの回収アルミ缶の売却先についての問合せに対し、回収拠点の紹介を行っている。 

 
                                   以 上 
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飲料用紙容器リサイクル協議会（概要） 
 

１．設立    平成９年３月１８日 
２．設立の目的   当協議会は会員相互の協調のもとに、廃棄飲料用紙容器（アルミニウムを 

利用しているものを除く）についてリサイクルを促進すること。 
３．事業内容    ①使用済飲料用紙容器の再商品化に関する相談、斡旋及び引取り。 

容器包装リサイクル法の市町村分別収集計画に基づき収集された飲料用紙 
容器（アルミニウムを利用しているものを除く）で、分別基準及び保管施 
設基準を満たしたものについては、有償または無償で譲渡できない事態が 
発生した場合、その当該飲料容器を再商品化するための相談、斡旋および 
引取りの用意を行う。 
②会員相互の情報交換。 
③その他当協議会の目的を達成するために必要な事項。 

４．会員構成団体①全国牛乳容器環境協議会 ②(社)全国清涼飲料工業会  
③(社)日本果汁協会  ④(社)全国はっ酵乳乳酸菌飲料協会 
⑤酒類紙製容器包装リサイクル連絡会 ⑥印刷工業会液体カートン部会      

５．役員     理事長  中嶌 賢治  全国牛乳容器環境協議会会長 
専務理事 渡邉 孝正  全国牛乳容器環境協議会常務理事 
事務局長 佐藤 章   全国牛乳容器環境協議会事務局長 

 
全国牛乳容器環境協議会（概要） 

 
１．設立    平成４年８月３１日 
２．事業概要  ①環境保全、再資源化など環境問題の啓発活動への協力 
              ②牛乳等容器の環境問題に関する知識の普及 

 ③牛乳等の紙容器再資源化運動への協力 
              ④牛乳等容器の環境問題に関する各種調査、研究及びその支援 
              ⑤その他必要な事業 
３．主な活動   ①牛乳等紙容器の普及啓発情報提供（消費者、市町村、学校等） 
              ②牛乳等の紙容器再資源化運動への協力（市民団体） 
              ③紙容器、使用済み紙容器の再資源化等の技術調査、国内外視察（リサイク 

ル政策、森林管理、再生紙メーカー）、海外文献紹介 
④飲料用紙容器のリサイクルの現状と動向に関する実態調査 

              ⑤行政、関係する他の団体との連携 
              ⑥会員への情報提供 
４．名称    全国牛乳容器環境協議会（任意団体） 略称 容環協 
           （ＣOMMITTEE FOR ＭILK ＣONTAINER ＥNVIRONMENTAL ＩSSUES（ＣＯＭＣＥＩ）） 
５．会員    ・乳業メーカー１３８社、飲料用紙容器メーカー７社、 

・団体会員（４団体）一般社団法人日本乳業協会、（社）日本酪農乳業協会、 
（社）全国農協乳業協会、全国乳業協同組合連合会  

・賛助会員 再生紙メーカー、古紙回収事業者等１０社 
６．役員   会長   中嶌 賢治   森永乳業（株） 常務執行役員 

副会長  馬場 良雄   （株）明治 取締役常務執行役員 
副会長  横田 秀雄   日本紙パック㈱ 取締役業務部長 
副会長  鈴木 靖浩   日本テトラパック㈱ 常務取締役 
副会長  山登 正夫   雪印メグミルク㈱ 取締役常務執行役員 
常務理事 渡邉 孝正     一般社団法人日本乳業協会常務理事 
事務局長 佐藤 章        一般社団法人日本乳業協会環境部長 

７．事務所  〒１０２－００７３ 東京都千代田区九段北１－１４－１９ 乳業会館４階 
           ＴＥＬ ０３（３２６４）３９０３   ＦＡＸ ０３（３２６１）９１７６ 
           ＵＲＬ 容環協 HP http://www.yokankyo.jp   

牛乳パックン探検隊 HP http://www.packun.jp
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飲料用紙容器リサイクル協議会 

       飲料用紙容器の３Rの取り組み（2010年度） 

 

１．活動に関わる調査分析の実施 

（１）リサイクルに関する基本調査の実施 
・マテリアル・フローの作成・分析 
関係各主体へのアンケート調査及びヒアリ
ング調査に基づき、紙パックのマテリア
ル・フローを作成するとともに、回収活動
に関する諸分析を実施した。 
・回収量と回収率 
同調査・分析の結果、2010年度の回収量は
前年より 1.4千トン増加し 10万 7千トンと
なり、回収率は前年比で 0.1 ポイント向上
し 43.6％となった。猛暑の影響もあり前年
度より飲料メーカーからの出荷量が 1.5 千
トン増加したことが、回収量の増加に繋が
った。回収率が伸び悩む結果となったのは
自販機など事業系が 1.1 千トン増加したも
のの、店頭回収分が 0.9 千トン減少したこ
ともあり家庭系が 0.7 千トン減少したこと
による。 
紙パックは台所回りや工作などに再活用さ
れており、市民への講習会、学校への出前
授業、イベントでの啓発活動なども再活用
分の回収にも注力の必要性を示している。 

 
 
（２）紙パック容器の LCAデータの蓄積 
 08年 1月の北米視察による、紙パック原紙
に関わる森林管理や生産の最新の LCA デ
ータ整備の成果も踏まえ、さらに CO2排出

量の算定基準(PCR)の整備に向けた活動を
推進した。 

（３）韓国紙パック資源循環協会との連携 

5 月に全国パック連、調査機関の同行を得て、
紙パックリサイクルを EPR 制度の下で行う
韓国の状況を視察。韓国の回収率はここ数年
伸び悩んでおり、日本の活動にも高い関心を
示しており、国際連携の一環として情報交換
を継続し、出前授業の講習会開催など連携し
て相互の活動強化に活かしていく。 

２．「プラン 2010・リサイクル行動計画－回
収率 50％に向けて－）」の実行計画の推進 

１）2007年に独自に策定し毎年フォローアッ
プを進めている「プラン 2010」計画に基づき、
関係主体との連携を強化し、明確化させたリ
サイクルの諸課題に取組んできた。 

２）プラン 2010 が最終年度を迎えたため、
回収率50％以上を必達目標とする新たな中期
行動計画「プラン 2015」
を策定した。 
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３．リデュースの取り組み 
2010 年までの目標である１％軽量化に向け
て、海外製紙メーカーから供給を受ける原紙
の肉薄化の検討テストを、原紙メーカー、国
内の容器メーカー・飲料メーカーが連携し進
めた。牛乳紙パック用原紙は 1987年ごろから
1990 年ごろにかけて約 5.4％と大幅な軽量化
を達成しており、品質や安全性の確保の点で
極めて困難をともない成果を得るには至らな
かった。しかし、新たな視点からのアプロー
チを含め取組みを継続している。 
４．リサイクルの取り組み 
プラン 2010計画に沿って、乳業・飲料メーカ
ー、紙パックメーカー、市民団体である全国
パック連等が中心となり互いの連携を強化し、
以下の活動を推進した。 
（１）家庭系の紙パックの回収率向上 
① 地域の回収力向上 
・地域会議の開催 
地域毎に主体者とのリサイクルネットワー
クの構築をめざし、都道府県単位で全関係
者を招集する地域会議を、東京都・北海道・
愛知県の 3カ所で開催した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・リサイクル講習会の開催 
地域拠点の回収力向上をめざし、市民団体
や行政と連携し、市町村へ出向いての市民

への講習会を、全国 6市町村で開催した。 
・環境フェアなどへの参画 
「エコライフフェア」、「エコプロダクツ展」
など行政・NPOなどの主催する環境フェア
に参画し、活動の理解浸透を図った。 

 
② 新たに回収行動を開始する人々に向けた
回収のきっかけづくり活動 
・回収ボックスの配付 
紙パック回収ボックスを学校、自治体、市
民団体、作業所、事業者施設などへ 2,195
個（過去累計で 20,265個）配付した。 

 
③ 牛乳 1000ml以外の回収促進 
回収率が比較的低い清涼飲料水や 500ml容
器での回収促進の呼びかけを強化した。 
④ 再生品の利用促進 
・紙パックリサイクル再生品の利用促進 
丈夫で上質な紙資源である紙パックを原料
使用する再生品の購買促進に向け、見本品
のキット配布やパネル展示を強化した。 
・再生品の紙パック利用マークの普及 
牛乳パック再利用マークの普及に努めた。 

 
 
 
 

  

   

    

   
    

 
      

   
 
  

 

   
    

   
       

   

   
   

   

    

      

 

滋賀 

●は 2011年度の

地域会議開催都

道府県 

○は 2010年度ま

での開催都道府

県

紙パックの回収ボ

ックスの配布実績

は、当初目標の１

万個を突破し、新

目標である 2 万個

も達成した。 
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⑤ 総合的かつ広範な啓発活動 
・全国紙パックリサイクル事例集の改訂 

 全国各地で関係主体者の努力で推進されて
いる紙パックリサイクルを紹介する事例集
について、全国パック連と協働して昨年の
第 2 集に続き、今年度もさらに事例・内容
の見直しを図って改訂版第 3 集の発行配付
を行った。 
・牛乳パックン探検隊ＤＶＤの制作 

 牛乳パックの原料となる森林管理からリサ
イクル商品までの流れや、環境特性などを
７分間のＤＶＤにまとめ、子供たちが環境
のことを考え行動できるよう分かり易い教
材として制作し、配付をすすめた。 

  

 
 

・紙パックに環境メッセージを表示する環
境キャンペーンの実施 

28社の飲料メーカーの参加により年間 2億
4 千万個の製品パックに大々的にメッセー
ジを掲載。消費者への直接訴求を図った。 
・識別マーク＋標語＋展開図の普及活動 
製品パックへの識別表示には、標語「洗っ
て開いてリサイクル」と容器展開図の掲載
を標準化し、啓発強化を図っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）教育の場その他における活動の促進等 

① 教育・学習とリサイクルの協調 
・出前授業の支援 
全国パック連と連携して全国の小学校へ
出向き、児童がリサイクルの意義を学び
興味をもつ授業を支援した。 
・学校給食用紙パックの回収率向上に向け
た支援 

地域会議や学校での出前授業の開催を通じ
て、回収促進を図る一方、全国の児童から
牛乳パックの工作作品を募集する「第１０
回牛乳紙パックで『遊ぶ学ぶ』コンクール
2010」に協賛し、エコプロダクツ展で優秀
作品の展示・表彰を行った。 

② 事業系の紙パック回収活動 
学校以外では、牛乳など紙パックを利用す
る店舗事業者からの回収促進に向けてルー
トづくり支援を行い実績を拡大した。 

③ 様々な主体や NPOとの連携強化 
市民団体との一連の事業企画段階からの連
携協働活動を推進する一方、全関係主体者
を対象に「飲料用紙パックのリサイクル促
進意見交換会」を開催した。その他の主な
活動は次の通りである。 

  ・全国パック連主催「輪の縁結びフォー
ラム 2010」への協賛・支援 
・再生紙メーカーとの意見交換会開催 

５．関係事業者の自発的啓発活動の推進 
・紙パックに関わるメーカー事業者自らも
地域の活動拠点となるべく、市民を対象と
した各地での環境啓発活動を推進した。 
・広報活動の一環で各事業者が行う工場見
学等の機会を捉え、参加者への紙パックリ

サイクルの環境啓発、
チラシ配付を行い、市
民への情報提供・普及
啓発を広く推進した。
2010年度はチラシを
31万枚配付した。 
      （以上） 
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段ボールリサイクル協議会の概要 

 

   段ボールリサイクル協議会は、容器包装リサイクル法の施行を受けて、段ボールの
製造・利用事業者及び使用済み段ボールの回収・流通・再商品化事業者の業界団体が、
段ボールの円滑なリサイクルを推進することにより循環型社会の構築に資するために
設立した組織です。 

 
所在地：〒104-8139 東京都中央区銀座 3-9-11 紙パルプ会館  全国段ボール工業組合連合会内  
           TEL：03-3248-4853   FAX：03-5550-2101 
設 立：2000 年 3 月 7日 

 
１．主な活動 
  １）段ボールの製造、利用、回収、流通及び原料の再商品化に係る者が、綿密な情報

交換を行うことにより、段ボールの効率的な利用とリサイクルの推進を図る。 
  ２）市町村が容器包装リサイクル法に基づく分別基準適合物とした使用済段ボールが、

万一、有償又は無償で譲渡できない事態が発生した場合に、それらの段ボールを
再商品化するための相談、斡旋などの利用促進を図る。 

 
２．会員（2011 年 12 月 1 日現在） 
  １）正 会 員：容器包装リサイクル法で特定事業者と指定された企業で構成する団体。 
       全国段ボール工業組合連合会、全日本紙器段ボール箱工業組合連合会、東日本

段ボール工業組合、中日本段ボール工業組合、西日本段ボール工業組合、南日
本段ボール工業組合、財団法人家電製品協会、社団法人全国清涼飲料工業会、
酒類紙製容器包装リサイクル連絡会、日本生活協同組合連合会、社団法人日本
通信販売協会 

  ２）準 会 員：段ボールのリサイクルに係る企業で構成する団体。 
全国製紙原料商工組合連合会、日本再生資源事業協同組合連合会、日本製紙連
合会 

  ３）賛助会員：本協議会の目的に賛同して、その事業を支援しようとする企業及び団
体。（１１１社）。 

 
３．役員 
   会長    大坪 清（全国段ボール工業組合連合会 理事長） 
   副会長   羽山 正孝（日本製紙連合会 理事長） 
   事務局長  山田 晴康（全国段ボール工業組合連合会 専務理事） 
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段ボールに関する自主行動計画の 2010 年度フォローアップ結果 

項目 2010 年度目標 2010 年度取り組み実績 
リデュース 事業者間の合理化努力により、１㎡あたりの重

量を 2004 年実績比で１１％軽量化する。 
2004 年実績比で 11.8％軽量化された。 
(2004 年 640.9ｇ/㎡→2010 年 629.4ｇ/㎡) 

リサイクル 『回収率』 
既存のリサイクル機構を活用し、回収率 990％以
上を維持する。 
『リサイクル容易性向上』 
たたみ易い段ボールの開発・普及に努める。 

『回収率』 
回収率 999.3％となった。 
 
『リサイクル容易性向上』 
たたみ易い段ボールの具体例を調査し、ホー
ムページに掲載した。（2008 年 9 月） 

識別表示の推進 識別表示実施率 990％を目指す。 
・容リ法の対象外も含めて、全ての段ボールに
段ボールのリサイクルマークの表示を促進
する。 

 

識別表示（リサイクルマーク）表示実施率は、
家庭から排出された段ボールの調査では
78.5％であった。段ボール製造事業所（281）
を対象にしたリサイクルマーク印刷率の調
査では 992.6％であった。（2010 年 10 月） 

 
（１）リデュース   目標 １㎡あたりの重量を 2004 年実績比で１％軽量化する。 
 
 段ボールは、梱包される商品の物流条件（中身容器の強度、積上げ段数、輸送方法・距離な
ど）により個々に設計されます。段ボール製造・利用事業者間の合理化努力による使用材料の
薄物化等により、原単位（g/㎡）は 1990 年の 664.1g/㎡から 2004 年には 640.9g/㎡となり、15
年間で 3.5％削減されています。自主行動計画としては、これを 2010 年までにさらに１％軽量
化するという目標としました。 
2010 年実績原単位（g/㎡）は 2009 年の 631.7ｇ/㎡からさらに 2.3ｇ/㎡減の 629.4ｇ/㎡で、

2004 年比 1.8％軽量化され、目標を達成しました。比較的厚物原紙を使用する電気・機械分野
の段ボール需要が 2009 年に大幅に減少した反動で 2010 年に増えました。これは平均原単位の
増加要因となりますが、それ以上に使用原紙の薄物化が進んだ結果と思われます。 

   なお、基準年（2004 年）対比での軽量化による削減量は、2006 年～2010 年（5年間）で、累
計 529 千トン（みかん５Ｋ入り段ボール換算 約 12 億 3000 万個）となります。 
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（２）リサイクル   目標 回収率９０％以上を維持する。 
 

使用済み段ボール（段ボール古紙）は、完備されたリサイクルシステムにより、段ボール原
紙の主原料としてリサイクルされています。近年、製造業の海外移転にともない製品の輸入が
急増していますが、製品の輸出入に付随する段ボールは輸入分の方が多く、これらの段ボール
も計算に入れた段ボールの回収率は 2004 年時点ですでに非常に高いレベルに達していました。 
自主行動計画としてはこの高いレベルを維持するという意味で 90％以上を維持するという目標
としました。 
2009年の回収率が回収と出荷のタイムラグにより100％を超える異常値となりましたが、2010

年実績は 99.3％となり、目標の 90％以上の維持を達成しました。今後もこの完備されたリサイ
クルシステムを崩すことなく回収率の維持・向上を計って参ります。 
また、消費者の排出を容易にするための、たたみ易い段ボールの開発・普及につきましては、

たたみ易い段ボールの具体例を調査し、ホームページに掲載しました。（2008 年 9 月に段ボール
の３Ｒ改善事例 10 例をホームページに掲載） 
 

 

 
（３）識別表示の推進   目標 識別表示実施率９０％以上を目指す。 
 

消費者の分別排出を容易にするために、容器包装リサイクル法の対象とされる段ボールに限
定せず、商品の輸送・保管に利用されるものも含めて、全ての段ボールにリサイクルマークの
表示を促進し、実施率９０％を目指します。 

   2010 年度の表示実施率は、家庭から排出された段ボールの調査では 78.5％（前年 69.5％）で
ありました。 
目標は家庭から排出される段ボールだけではなく、全ての段ボールに対する表示率 90％であ

り、2007 年 10 月から調査を開始した段ボール製造事業所を対象にした段ボールのリサイクルマ
ークの印刷率（リサイクルマークが印刷されたケース数／総印刷ケース数）の調査結果は、2007
年 10 月調査 28.4％、2008 年 10 月調査 53.9％、2009 年 10 月調査 86.4％、と推移し、2010
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年 4月調査で 90.2％となり目標の 90％を達成しました。その後 2010 年 7 月調査 91.6％、2010
年 10 月調査 92.6％、2011 年 1 月調査 93.2％とさらにアップしています。今後さらに表示率
を上げるべく努力して参ります。 

 
 
 

 
印刷率：リサイクルマーク印刷ケース数／総印刷ケース数 

 

 

（４）主体間の連携に資する取組み及び広報・調査活動 
 

３Ｒ推進団体連絡会を通じ、３Ｒ推進・普及啓発のためのフォーラム、セミナーの開催、展
示会への出展等を実施すると共に、当協議会独自の取り組みとして、リサイクルに係わる講演
会、展示会・イベントへの参加及び協力、普及啓発のためのパネル・ポスター等の作成等を実
施しました。また、家庭から排出される段ボールの実態把握を目的とし、古紙再生促進センタ
ーの協力を得て、家庭から排出される段ボールの種類、数量等を調査しました。 

 

 

（５）第一次自主行動計画の総括と今後の課題 
 

 「リデュース」、「リサイクル」、「識別表示の推進」の数値目標は３項目共達成することがで
きました。特に、識別表示の推進については、全国段ボール工業組合連合会の協力を得て、全
国約 280 の段ボール製造事業所でのリサイクルマーク印刷率の調査を開始すると同時に、印刷
率向上に向けてのさまざまな取組みを開始しました。その結果、初回調査である 2007 年 10
月調査の印刷率は 28.4％でありましたが、2010 年 4 月調査で目標の 90％を達成することがで
きました。 
 段ボールは主として梱包された商品を輸送・保管するために用いられており、通販やギフ
ト箱など商品とともに消費者の手元に渡る目的で用いられているものは全生産量の約５％と
推測されています。しかし、消費者による商品の箱買いや、スーパー等で用意された空箱に商
品を入れて持ち帰るなど、段ボールが消費者の手元に届く経路は多様であり、それらも家庭か
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ら排出され容器包装リサイクル法の対象となるため、段ボールの３Ｒは商品を輸送・保管する
ために用いられるものも含めて全ての段ボールを対象として推進します。 
段ボールは完備されたリサイクルシステムのもとでリサイクルされており、使用済み段ボー
ルはそのほとんどが段ボール原紙の主原料として使用され、再び段ボールに生まれ変わってい
ます。段ボールの３Ｒ推進としては、今後もこのリサイクルシステムを維持しつつ、リデュー
スの取り組みとしてのさらなる段ボールの軽量化、使用材料の削減を推進することが課題とな
ります。 
また、段ボールは梱包された商品とともに国境を越えて流通し、物品を取り出した国で再び
段ボールの主原料としてリサイクルされています。国際的なリサイクルを推進するための世界
共通のリサイクルシンボルである段ボールのリサイクルマークの、国内におけるさらなる普及
促進と国際的な啓発にも取り組んでいきます。 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3R推進団体連絡会 第一次自主行動計画（2006～2010年度）
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2011年 12月

ガ ラ ス び ん リ サ イ ク ル 促 進 協 議 会
P E T ボ ト ル リ サ イ ク ル 推 進 協 議 会
紙製容器包装リサイクル推進協議会

ス チ ー ル 缶 リ サ イ ク ル 協 会
ア ル ミ 缶 リ サ イ ク ル 協 会
飲 料 用 紙 容 器 リ サ イ ク ル 協 議 会
段 ボ ー ル リ サ イ ク ル 協 議 会
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